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はじめに～問題の提起
改正行政事件訴訟法（以下、「行訴法」という。）が2005年 4 月に施行されて
から、すでに10年余が経過した。2012年末に公表された「改正行政事件訴訟法
施行状況検証研究会報告書」では、同法附則に規定されていた 5 年後見直しの
必要はないものとされ、判例の積み重ねに待つこととされた。しかし、原告適
格の拡大については、制定法準拠主義の弊害が指摘されて、行訴法改正により
9 条 2 項が新設され、裁判官に柔軟な判断の余地が与えられたにもかかわら
ず、その後の判例の展開を見ると、当初の期待とは程遠い現実がある。判例に
おいては、依然として、生命、身体、財産とその他の人格的利益を峻別し、生
活環境利益などについては、ほとんど個別的利益性が認められないままであ
る。しかし、持続可能性（sustainability）という言葉に見られるように、現代
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社会においては、生態系と社会経済システムが不可分に結びついて将来世代に
わたり持続可能であることが求められている。良質な環境や都市空間の形成過
程においては、住民の主体性と自律性が不可欠であり、その司法アクセス権の
強化は、単に個人的権利利益の救済にとどまらず、私的利益の総体としての公
共的利益の保護にもつながることとなる。そこで、入口としての原告適格の解
釈による可及的拡大とともに、これを補完するための立法政策として、団体訴
訟の新設が前向きに検討されるべきである。
本稿では、このような観点から、まず行訴法改正後に出された 2 つの最高裁
判決の内容を改めて概観し、既に多くの論者によって指摘されている問題点を
再確認した上で、地域環境保全を目的とした開発許可取消訴訟における原告適
格判断のあり方を検討する。そして、都市空間と里山を例にとって、薄く広が
る集合的利益が法律上保護された利益にあたることを論証する。さらに、解釈
による原告適格の拡大によっては拾い上げることが困難な、純粋な公益に含ま
れる環境利益も含め、一定の団体に訴訟適格を認める新たな立法を行うことが
適切と考えられることから、このための法制度設計のあり方について、先行研
究等をふまえて検討することとする。
第 1章　環境行政訴訟の原告適格論
1 ．行政事件訴訟法改正後の最高裁判決
本節では、まず2004年の行訴法改正後、最高裁判所が原告適格について判断
を示した 2 つの判決を概観し、各判決の意義及び課題等についてレビューする
こととする。
⑴　最大判平成17.12.7民集59巻10号2645頁（小田急判決）
まず、改正行政事件訴訟法（以下、「行訴法」という。） 9 条 1 項の「法律上
の利益を有する者」について、「当該処分により自己の権利若しくは法律上保
護された利益を侵害され、又は必然的に侵害されるおそれのある者」をいい、
「当該処分を定めた行政法規が、不特定多数者の具体的利益を専ら一般的公益
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の中に吸収解消させるにとどめず、それが帰属する個々人の個別的利益として
もこれを保護すべきものとする趣旨を含むと解される場合」には、そのような
利益も法律上保護された利益に当たり、当該処分によりこれを侵害され又は必
然的に侵害されるおそれのある者は、当該処分の取消訴訟における原告適格を
有するとの一般論を述べ、明確に従来の判例を踏襲する。
次に、都市計画法61条の都市計画事業の認可の基準の 1 つとして、事業内容
が都市計画に適合することと定められ、同法13条 1 項柱書きに、公害防止計画
への適合について定められていることを判断の基礎としているほか、都市計画
に対する住民の意見を反映させるための手続きについても検討し、「都市計画
事業の認可に関する同法の規定は、事業に伴う騒音、振動等によって、事業地
の周辺地域に居住する住民に健康又は生活環境の被害が発生することを防止
し、もって健康で文化的な都市生活を確保し、良好な生活環境を保全すること
も、その趣旨及び目的とするもの」と判示している。
行訴法 9 条 2 項の考慮事項については、関係法令として、公害対策基本法及
び東京都環境影響評価条例の規定について検討し、害されることとなる利益の
内及び性質等は、「都市計画法又はその関係法令に違反した違法な都市計画の
決定又は変更を基礎として都市計画事業の認可がされた場合に、そのような事
業に起因する騒音、振動等による被害を直接的に受けるのは、事業地の周辺の
一定範囲の地域に居住する住民に限られ、その被害の程度は、居住地が事業地
に接近するにつれて増大するものと考えられ」ることから、都市計画事業の認
可に関する同法の規定は、事業地の周辺地域に居住する住民に対し、違法な事
業に起因する騒音、振動等によって「健康又は生活環境に係る著しい被害を受
けないという具体的利益」を保護しようとするものと解され、このような具体
的利益は、一般的公益の中に吸収解消させることが困難である、とする。この
ような検討の結果、都市計画法は、「騒音、振動等によって健康又は生活環境
に係る著しい被害を直接的に受けるおそれのある個々の住民」に、そのような
被害を受けないという利益を個々人の個別的利益としても保護すべきものとす
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る趣旨を含むものであると解釈し、「都市計画事業の事業地の周辺に居住する
住民のうち当該事業が実施されることにより騒音、振動等による健康又は生活
環境に係る著しい被害を直接的に受けるおそれのある者」につき、当該事業認
可の取消しを求める原告適格を有すると結論づけている。
小田急判決は、行訴法改正後、取消訴訟に関する初めての判決であり、新設
された同法 9 条 2 項の規定をふまえ、都市計画事業認可の根拠法令である都市
計画法の規定から公害防止計画への適合性を導き出し、当時の公害対策基本
法、東京都環境影響評価条例を都市計画法と趣旨 ・ 目的を共通にする関係法令
として、その趣旨及び目的を参酌している。この点について調査官解説は、
「『目的を共通にする関係法令』を緩やかにとらえることにより、公害対策基本
法等を取り込んで柔軟な解釈をしたもの」と説明している。柔軟な枠組みで考
えた場合、各地域の自然的、社会的特性をふまえて制定された、まちづくり条
例や各種の環境保全条例のような自主条例についても、関係法令として幅広く
考慮していくことが求められる。
同判決は、都市計画法自身を環境法の代表的なものと位置付けた、との原告
代理人の側からの評価もある。また、考慮されるべき利益の内容 ・ 性質につい
ては、違法な都市計画決定を基礎として都市計画事業の認可がされた場合に、
そのような事業に起因する騒音、振動等による被害を直接に受けるのは、事業
地の一定範囲の地域に居住する住民に限られ、その被害の程度は、居住地が事
業地に接近するにつれて増大すること、そのような被害を反復継続して受けた
場合、住民の健康や生活環境に係る著しい被害にもなりかねないことなどを指
摘して、「違法な事業に起因する騒音、振動等によって健康又は生活環境に係
る著しい被害を受けないという具体的利益」を一般公益に吸収解消させること
が困難な個別的利益と認めている。判決が、健康被害のみならず、生活環境に
（ 1 ）
（ 2 ）
（ 1 ）　森　英明「最高裁判所判例解説」『法曹時報』60巻 2 号（2008年）666頁
（ 2 ）　斎藤　驍「小田急大法廷判決の意義―応答的法と環境法の創出」『法律時報』78巻 3
号（2006年）77頁
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係る著しい被害についても「法律上の利益」と認めたことについては、公益は
私益の集積としての側面を持つことを正当に認識したと評価されている。ただ
し、「著しい被害」を要件としたことについては、一人一人が直接に受ける被
害が「著しい」程度に至らなければ、違法な事業による不利益を甘受すべきと
いう理由はどこにあるのか、考慮事項を通じてより柔軟に解釈すべきであった
のではないか、という批判がなされている。
また、「健康又は生活環境の被害」とは、当時の公害対策基本法 2 条 1 項に
定める公害についての定義である「事業活動その他の人の活動に伴って生ずる
相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁…、土壌の汚染、騒音、振動、地盤
の沈下…及び悪臭によって、人の健康又は生活環境に係る被害が発生するこ
と」（現在の環境基本法 2 条 3 項も同じ）と「同様に理解してよい」と解され
ており、あくまで、公害対策基本法が定義する「公害」に当たるような程度の
被害であることを前提としていたものと考えることもできる。「生活環境」の
概念については、ここにいう公害以外に、植物、動物、生態系などについて
も、これに含めて理解することができるのか、これらに係る被害を主張する住
民にも原告適格を認めることができるのか、という疑問もあるが、現在の判例
において、これらが個別的利益と認められる可能性は乏しい。この点につい
て、どのように法解釈あるいは立法により保護利益性を認めていくべきか、今
後の課題といえよう。また、小田急判決は、騒音、振動などの環境負荷発生源
（ 3 ）
（ 4 ）
（ 5 ）
（ 6 ）
（ 7 ）
（ 3 ）　宇賀克也「小田急連続立体交差事業認可取消請求最高裁大法廷判決」『判例評論』574
号（判時1944号、2006年） 7 頁。
（ 4 ）　阿部泰隆『環境法判例百選〈第 2 版〉』107頁
（ 5 ）　森 ・ 前掲注（ 1 ）666頁
（ 6 ）　山本隆司『判例から探求する行政法』（有斐閣、2012年）438頁は、判決が公害対策基
本法を援用したのは、都市計画に当たり公害防止の利益について個別保護要件を認める
ためであり、「利益の性状」を検討する文脈ではなかったとして、特に「生活環境」に
ついて個別保護要件が広く認められるようになったとまではいえないと指摘する。
（ 7 ）　北村喜宣「環境行政訴訟」『法学教室』374号（2011年）151頁
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を「点」と捉えて、そこからの距離に反比例して被害が増大するというアブ
ローチをとっているが、「面」としてのまちづくり空間における、景観、各種
アメニティー環境などについて、その担い手としての地域住民あるいはその団
体にどの程度、原告適格を認めていくかという点も、検討すべき課題として残
されたままである。
そもそも、住民 1 人ひとりの生活環境の集合体として都市空間が形成されて
いくのであるから、生活環境に関する利益は、公益であると同時に個々の住民
に共同的に帰属する個人的利益であり、私益が集合した公私複合利益の性を有
すると考えることが適切である。ただ個人的利益の程度が生命、健康への被
害、重大な財産上の損失というほど深刻でなく、希薄である場合が多いという
程度の差にすぎないはずである。しかしながら、調査官解説によると、「周辺
住民の健康や生活環境に係る利益について、直ちに個々人の個別的利益として
保護されるものではなく、これらの利益を受ける住民の特定性、これらの利益
の個別具体性、被害の性質ないしその重大性を考慮した上で、処分の根拠法規
が個々人の個別的利益として保護するものと認めることができるか否かを判断
しようとする手法がうかがわれる」と、従来の判例の判断枠組みをふまえて相
当に厳格に解している。この点については、生活環境に関する利益は基本的に
公益にあたるとした、後記大阪サテライト事件最判の「萌芽」が既に見受けら
れるかのようである。
著しい被害を受ける者の「線引き」については、本判決は、東京都環境影響
評価条例の関係地域が、対象事業を実施しようとする地域 ・ 周辺地域で当該事
（ 8 ）
（ 9 ）
（10）
（ 8 ）　阿部泰隆「基本科目としての行政法 ・ 行政救済法の意義（ 1 ）」『自治研究』77巻 3 号
（2001年） 3 頁以下。私益の集合としての公益の例として、大気汚染防止法で守られる
私人の利益、風営法で守られる善良な風俗の維持という私人の利益、などが挙げられて
いる。
（ 9 ）　阿部泰隆「場外車券発売施設設置許可処分取消訴訟における周辺住民 ・ 医療機関の原
告適格」『判例評論』621号（2010年）167頁
（10）　森 ・ 前掲注（ 1 ）667頁～668頁
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業の実施が環境に著しい影響を及ぼすおそれがある地域として東京都知事が定
めるものであることをふまえ、同条例の関係地域内に居住している者について
該当性を認めるという、「画一的かつ簡明な手法」を用いているとしている。
これは、東京都知事の「専門家鑑定」を重視して、迅速に原告適格の範囲を画
することが望ましいと考えたからではないかと推測されている
（11）
。
なお、藤田裁判官の補足意見は、同裁判官の論文
（12）
を基に、住民の原告適格の
有無は、「行政庁に、当該施設が将来において利用されることに起因する一定
の損害を受けるリスクから、第三者（周辺住民）を保護する法的な義務」が課
せられていることにより決せられるとした上で、「法律上の利益とはすなわち
根拠規定によって保護された利益であるとの出発点に固執すること」について
疑問を呈している。また、「公益一般」と「個人の利益」との関係について
も、「公益一般」とは、「個々の利益の集合体ないし総合体」としての「集団的
利益」なのであるから、そこに「個人的利益」が内包されていることは、むし
ろ当然のこと、指摘している。同補足意見は、処分の根拠法規に明文の規定が
ない場合でも原告適格を肯定する論拠となりうるものであり、これまでの判例
の採ってきた、公益と私益の峻別論にも再考を促すものといえるが
（13）
、結局、そ
の後の判例理論において活かされることはないまま、大阪サテライト判決が出
されるに至り、解釈による原告適格の拡大は、いわば「冬の時代」を迎えるこ
とになる。
⑵　最一判平成21.10.15民集63巻 8 号1711頁（大阪サテライト判決）
周辺住民の生活環境に関する利益について、一般的に、場外施設が設置、運
営された場合に周辺住民等が被る可能性のある被害は、「交通、風紀、教育な
（11）　宇賀 ・ 前掲注（ 3 ） 7 頁
（12）　藤田宙靖「許可処分と第三者の「法律上保護された利益」」『塩野宏先生古稀記念　行
政法の発展と変革（下）』（有斐閣、2001年）257頁以下
（13）　亘理格「行訴法改正と裁判実務」『ジュリスト』1310号（2006年） 3 頁は、藤田補足
意見を「将来の判例 ・ 学説に対する課題の提起として重要」と指摘している。
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ど広い意味での生活環境の悪化」であり、直ちに周辺住民等の生命、身体の安
全や健康が脅かされたり、その財産に著しい被害が生じたりすることまでは想
定し難く、「このような生活環境に関する利益は、基本的には公益に属する利
益」というべきであって、法令に手掛りとなることが明らかな規定がないにも
かかわらず、上記のような被害を受けないという利益を周辺住民等の個々人の
個別的利益としても保護する趣旨を含むと解するのは困難とした。そして、文
教施設および医療施設から相当の距離を有し、文教上または保健衛生上著しい
支障を来すおそれがないことを定める「位置基準」（自転車競技法施行規則15
条 1 項 1 号）については、「一般的公益に属する利益」で原告適格を基礎付け
るには足りないことから、施設の周辺の居住者は、位置基準を根拠として場外
施設の設置許可の取消しを求める原告適格を有しないとする。一方で同基準
は、「健全で静穏な環境の下で円滑に業務を行うことのできる利益」を、個々
の医療施設開設者の個別的利益として保護する趣旨をも含む規定であることか
ら、施設の設置、運営に伴い著しい業務上の支障が生ずるおそれがあると位置
的に認められる区域における医療施設等の開設者は、位置基準を根拠として設
置許可の取消しを求める原告適格を有するとした。また、施設の規模、構造お
よび設備ならびにこれらの配置が周辺環境と調和したものであることを定める
「周辺環境調和基準」（同項 4 号）については、「用途の異なる建物の混在を防
ぎ都市環境の秩序ある整備を図るという一般的公益を保護する見地」からの規
制であること、『周辺環境と調和したもの』という文言自体、甚だ漠然とした
定めであり、施設周辺の居住者等の具体的利益を個々人の個別的利益として保
護する趣旨を読み取ることは困難であるとした。
そもそも、改正行訴法において 9 条 2 項の考慮事項が規定された趣旨は、裁
判官に対し、国民の権利利益の実効的救済を可能にする解釈を可能にする、い
わゆる「オープンスぺース」を設けることにあり、行政処分の根拠法令につい
て「悪しき仕組み解釈
（14）
」によることのないよう、具体的な紛争状況を踏まえて
法体系全体を解釈することが期待されていた。行訴法改正案の立案作業担当者
（14）　橋本博之『解説改正行政事件訴訟法』（弘文堂、2004年）46頁
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によると、これまでの判例をリセットして、公益と私益の中間にある集団的 ・
拡散的利益についても、主観的利益の侵害の範囲を、法令や被害実体に即して
柔軟に判断し、救済の範囲を拡大することを意図したもの
（15）
であったにもかかわ
らず、サテライト判決は、「交通、風紀、教育など広い意味での生活環境上の
利益
（16）
」は、カテゴリカルに「公益に属する利益」であるとして場外車券発売施
設周辺居住者の原告適格を否定している。これは、生活環境利益を保護法益と
認めた小田急判決よりも後退しており
（17）
、周辺住民の生活環境悪化を防止する利
益は公益、医療機関の業務上の支障は保護される私益と峻別しているのである
が、その理由は明らかにされていない。これでは行訴法 9 条 2 項の考慮事項に
おいて、利益の内容及び性質とは公益と私益の区別をいうとは、何処にも書か
れておらず、一医療機関の不利益よりもはるかに大きいはずの、多数の住民の
生活環境の不利益がなぜ無視されるのか
（18）
、という疑問に答えることはできない
であろう。第三者の原告適格を実質的に拡大するため、処分の根拠法令の文言
のみによって判断することなく、関係法令の目的 ・ 趣旨や被侵害利益の内容 ・
性質、被害態様など多面的な考慮を行うことを求めている同項の趣旨など、ど
（15）　福井秀夫 = 村田斉志 = 越智敏裕『新行政事件訴訟法－逐条解説とＱ＆Ａ』（新日本法
規出版、2004年）321頁。塩野宏「改正行政事件訴訟法の課題と展望」『行政法概念の諸
相』（有斐閣、2011年）299頁は、行訴法 9 条 2 項の 4 つの考慮要素は、拡散した利益を
個別的利益と認めるにあたり、現代社会の複雑な利益調整要素の考慮を裁判所に求めた
ものであったとする。
（16）　村上裕章「原告適格拡大の意義と限界」『論究ジュリスト』2012 年秋号107頁は、根
拠法規を離れ、利益それ自体が保護に値するかどうかを抽象的に論じていることが過去
の判例理論と不整合であることを指摘し、同108頁は、サテライト判決が問題としてい
るのは「広い意味での生活環境の悪化」であって、生活環境上の利益一般ではないとし
て、射程範囲を限定的に解している。
（17）　塩野宏『行政法Ⅱ〔第 5 版補訂版〕行政救済法』（2013年）142頁は、「平成17年最高
裁判所大法廷判決の趣旨からすると、上告審判決のような厳格解釈が今後進められるべ
き判例政策とは思われない。」と批判する。
（18）　阿部泰隆「司法改革の本当の課題（ 2 ）」『自治研究』86巻 5 号（2010年）23頁～24頁。
（14）　橋本博之『解説改正行政事件訴訟法』（弘文堂、2004年）46頁
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こ吹く風と言わんばかりの解釈である。
施設の敷地の周辺から1000メートル以内の地域に居住し、事業を営む住民に
原告適格を認めていた控訴審判決（大阪高判平成20.3.6判時2019号17頁
（19）
）と最
判の結論が大きく分かれた理由については、交通、風紀、教育などの生活環境
上の利益の重要性に対する裁判官の判断の差異が結論の差異に影響している
（20）
と
の指摘がある。同最判においては、公営ギャンブル施設の設置に伴う享楽的な
雰囲気や喧噪による交通、風紀、教育など居住者の生活環境利益の悪化につい
ては全く考慮外に置かれており、被害実態についての個別具体的な判断は示さ
れていない。しかし、本件場外施設に多数の来場者が参集することによっても
たらされる「享楽的な雰囲気や喧噪」が近隣住民の日々の生活環境に実質的に
どのような影響を及ぼすのか、についてより精緻な検証が必要であったと思わ
れる。そもそも、生活環境利益は、住民が日常生活を送る都市空間の質を維
持、向上させるために不可欠の要素であることはいうまでもなく、公益と私益
に画然と区別できる性質のものではない。したがって、たとえ許可の根拠規定
に地域住民の利益に配慮した許可要件や事前手続規定が置かれていない場合で
あっても、できる限り住民を個別的に保護する趣旨を読み込んで解釈
（21）
する態度
（19）　控訴審判決は、「場外車券発売施設の利用者は、広範な地域から参集する不特定多数
の者であり、的中車券は直接換金することができ、高額の車券の購入に際して時間も労
力もさほど要せず、一瞬のうちに大金を得、又は失うことに照らせば、場外車券発売施
設の方が「ぱちんこ屋」よりも賭博性が高く、射幸的な雰囲気が周辺地域に伝播し、そ
の善良な風俗に悪影響を及ぼすおそれが高」く、「広範な地域から多数の者が来集する
ことにより周辺地域の通行に支障が生じたり、不法駐車が増加するなどその生活環境に
悪影響を及ぼすおそれが高いことも認められることからすれば、周辺住民の良好な生活
環境を特に保護する必要性がある」と指摘して、施設特性に着目した実質的判断を示し
ていた。
（20）　宇賀克也『判例で学ぶ行政法』（第一法規、2015年）174頁
（21）　山本 ・ 前掲注（ 6 ）472頁、神橋一彦「判例批評」『民商法雑誌』143巻 3 号310頁。深
澤龍一郎「改正行政事件訴訟法施行状況検証研究会の論点」『論究ジュリスト』2014年
冬号65頁は、行訴法 9 条 2 項の新設は、生活環境利益が公益に属する利益であるとの、
82
環境行政訴訟の原告適格と団体訴訟制度導入に向けた課題
が必要である。
調査官解説
（22）
は、周辺環境調和基準については、甚だ漠然とした文言となって
おり、「著しい支障」等の限定も付されていないとして、周辺住民の日常生活
上の不利益や、周辺で事業を行う者の不利益を個別的利益として保護していな
いと説明するが、このように原告適格をあえて狭める方向で解釈することは行
訴法 9 条 2 項改正の趣旨
（23）
からも不適切である。むしろ、処分の根拠規定の文言
が抽象的で、要件裁量が広いものほど、本案審理による裁量統制が必要となる
と考えるべきであり、原告適格の段階で門前払いをするのは倒錯しているとい
わざるを得ない
（24）
。
司法の役割の広がりをふまえ、行政訴訟制度を活かしていくという観点から
考える開かれた空間として、オープンスペースを設けた
（25）
はずの行訴法改正の趣
旨と逆行するような判決が出されたことについて、「オープンスペース論は、
これまでの判例をご破算にして、新たな判例を創造してもらおうという、ナ
イーブな裁判官信頼の産物」であるが、「日本の裁判官は先例偏重」であり、
先例を変えるのは立法で行うべきであった
（26）
、「『オープンスぺース』論には真摯
裁判所の「相場観」 を変える意義まではなかったというのが、改正行政事件訴訟法施行
状況検証研究会の研究者委員の認識であったと述懐する。
（22）　清野正彦「最高裁判所判例解説」『法曹時報』62巻11号（2010年）233頁
（23）　山本 ・ 前掲注（ 6 ）464頁は、利益の内容及び性質をふまえた原告適格の拡張を指示
した行訴法 9 条 2 項の「逆用ないし誤用」と指摘する。また、板垣勝彦「最高裁判所民
事判例研究」『法学協会雑誌』129巻 5 号（2012年）1221頁は、「行訴法 9 条 2 項改正の
趣旨に正面から応答しようとしているかという、最高裁の姿勢」が問われているとする。
（24）　山本 ・ 前掲注（ 6 ）469頁は、要保護性のある利益の過小考慮を審査する裁量統制が
不可能なほど、処分の基準が漠然としているのであれば、根拠法令の不明確性や行政庁
による審査基準の不策定、不十分さを理由に、処分が違法とされて取り消される可能性
があると考えて、原告適格を認めるべきと指摘する。
（25）　小林久起「第 4 回「行政法研究フォーラム」報告① 行政事件訴訟法の一部を改正す
る法律について―行政訴訟制度を活かすための救済法と司法権の考え方とともに」『判
例時報』1877号（2005年） 7 頁
（26）　阿部泰隆『判例評論』621号（判時2087号、2010年） 7 頁
裁判所の「相場観」 を変える意義まではなかったというのが、改正行政事件訴訟法施行
状況検証研究会の研究者委員の認識であったと述懐する。
（22）　清野正彦「最高裁判所判例解説」『法曹時報』62巻11号（2010年）233頁
（23）　山本 ・ 前掲注（ 6 ）464頁は、利益の内容及び性質をふまえた原告適格の拡張を指示
した行訴法 9 条 2 項の「逆用ないし誤用」と指摘する。また、板垣勝彦「最高裁判所民
事判例研究」『法学協会雑誌』129巻 5 号（2012年）1221頁は、「行訴法 9 条 2 項改正の
趣旨に正面から応答しようとしているかという、最高裁の姿勢」が問われているとする。
（24）　山本 ・ 前掲注（ 6 ）469頁は、要保護性のある利益の過小考慮を審査する裁量統制が
不可能なほど、処分の基準が漠然としているのであれば、根拠法令の不明確性や行政庁
による審査基準の不策定、不十分さを理由に、処分が違法とされて取り消される可能性
があると考えて、原告適格を認めるべきと指摘する。
（25）　小林久起「第 4 回「行政法研究フォーラム」報告① 行政事件訴訟法の一部を改正す
る法律について―行政訴訟制度を活かすための救済法と司法権の考え方とともに」『判
例時報』1877号（2005年） 7 頁
（26）　阿部泰隆『判例評論』621号（判時2087号、2010年） 7 頁
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な『反省』が必要
（27）
」であり、裁判実務に対する批判的検討が不可欠である、と
いった指摘がなされている。そもそも、個別的利益と不特定多数者の公益につ
いて、従前の判例法上の枠組みを維持しつつ、「個別」化を拡大するツールと
して行訴法 9 条 2 項が法定された
（28）
とされているが、原告側が主張していた生活
環境上の利益のように薄く広がる集団的な利益について、解釈により個別的利
益として認めさせることの限界が露呈されたといえる。したがって、解釈論に
よる原告適格拡大の努力は引き続き必要であることは当然であるが、あわせ
て、同条 2 項の全面的見直しと同条 1 項の「法律上の利益」の文言自体の変更
を含む行訴法再改正に向けた立法論的取り組みに比重を移すことが不可欠であ
る。既に日本弁護士連合会は、2012年 6 月15日に、行政事件訴訟法第 2 次改正
案を公表しており、「法律上の利益」を「法律上保護に値する利益」に改める
とともに、同条 2 項において、処分の根拠法令が、公益又は一般的利益として
保護する趣旨である場合においても、法律上保護に値する利益を有するものと
する旨の規定を新設している
（29）
。さらに、薄く広い集合的利益の受け皿として、
団体訴訟導入のための立法論の検討も早急に進められなければならない
（30）
。
2 ．地域環境保全と原告適格判断枠組み
⑴　開発許可等に係る紛争をめぐる判例
いわゆる危険施設、嫌忌施設等の設置に係る開発許可等の処分がなされた場
合、対象地及び周辺の土地利用や地域環境が不可逆的に改変されてしまい、生
活空間等に負の影響を及ぼすことが少なくない。このため、周辺住民から取消
（27）　橋本博之「平成16年行政事件訴訟法改正後の課題」『自治研究』86巻 9 号（2010年）
7 頁
（28）　橋本博之『行政判例と仕組み解釈』（弘文堂、2009年）120頁
（29）　阿部泰隆 = 斎藤浩編『行政訴訟第 2 次改革の論点』（信山社、2013年）361頁
（30）　橋本 ・ 前掲注（28）122頁は、行政事件訴訟法改正においても法律上保護された利益
説の枠組みが維持されたことをふまえ、個別化できない法的利益を掬い上げるための制
度として、団体訴訟制度の構築が喫緊の立法課題と指摘する。
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訴訟が提起され、処分の違法性が争われることがあるが、判例上周辺住民に原
告適格が認められたケースは限られている。本節においては、都市計画法29条
の開発許可及び森林法10条の 2 の林地開発許可の取消訴訟をめぐり、周辺住民
等の原告適格について判断した最高裁判決を中心に取り上げ、当時の判例法理
をレビューすることにより、今後の原告適格のあり方を考えるための課題を検
討してみたい。
まず、最三小判平成9.1.28民集51巻 1 号250頁（川崎がけ崩れ判決）は、開発
許可取消訴訟の原告適格について最高裁が初めて判断を示したものであり、当
該行政法規の定める利益が公益に解消されず個々人の個別的利益としても保護
すべきものとする趣旨を含むか否かにより原告適格の有無を判断すべきものと
した、最判平成4.9.22民集46巻 6 号571頁（もんじゅ事件）の判旨を引用しつ
つ、開発区域内の土地が、軟弱地盤、がけ崩れ又は出水のおそれが多い土地そ
の他これに類する土地である場合に、地盤改良、擁壁設置等の安全措置が講ぜ
られるような設計がされていることを開発許可基準とした都市計画法33条 1 項
7 号及び基準を適用するについて必要な技術的細目を定めた政省令の関係規定
について検討を行い、「がけ崩れ等による直接的な被害を受けることが予想さ
れる範囲の地域に居住する者」は開発許可の取消しを求めるにつき法律上の利
益を有する者として、原告適格を認めている。開発許可基準は、①予定建築物
等の用途地域等への適合（33条 1 項 1 号）、②道路、公園、広場その他の公共
の用に供する空地の環境保全 ・ 災害防止等への適合（同 2 号）、③排水施設等
による溢水被害防止（同 3 号）、④給水施設の配置（同 4 号）、⑤地区計画等へ
の適合（同 5 号）、⑥利便増進 ・ 環境保全のための公共施設等の配分（同 6
号）、⑦地盤沈下、崖崩れ等による災害防止（同 7 号）、⑧法令上開発行為を行
うのに適当でない区域内の土地を含まないこと（同 8 号）、⑨樹木の保存等
（同 9 号）、⑩騒音 ・ 振動等による環境悪化の防止（同10号）、⑪道路、鉄道等
による輸送の便（同11号）、⑫開発申請者の資力 ・ 信用（同12号）、⑬工事施行
者の能力（同13号）、⑭開発予定地内の権利者の相当数の同意（同14号）、がそ
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れぞれ定められているところであるが、同最判は、処分によって害される利益
の性質をふまえ、生命、身体の安全等という利益については公益には容易に吸
収解消され難い個人の利益を保護する趣旨が含まれている
（31）
との前提に立ち、処
分の根拠規定の解釈により原告適格を承認している。一方で、関係権利者の相
当数の同意を得ていることを許可要件と定めた同14号については、関係権利者
の権利を保護することを目的としたものではなく、周辺住民の原告適格を基礎
付ける規定とはいえないとし、死亡による訴訟承継についても否定している。
その後の下級審判決においては、同 7 号について最判と同様の判断により原告
適格を認めたもの（横浜地判平成11.4.28判タ1027号123頁、横浜地判平成
17.10.19判自280号93頁など）の他、同 2 号（大阪地判平成24.3.28裁判所ウェブ
サイト）、同 3 号（前記横浜地判平成17.10.19、大阪地判平成20.8.7判タ1303号
128頁、前記大阪地判平成24.3.28など）、同10号（横浜地判平成18.5.17判自304
号86頁など）を根拠として周辺住民に原告適格を認めたものがある。また、大
阪高判平成20.7.31LEX/DB25420387は、同 5 号、 6 号、 9 号の規定から、財産
権に対する物理的被害のみならず、既存の開発計画に対する財産上の著しい被
害を受けない利益をも個別的利益として保護すべきものとする趣旨を含むとし
て、先行して開発許可を受けた者に原告適格を認めている。
次に、森林法の地域森林計画の対象となっている民有林におけるゴルフ場造
成を目的とした開発許可（10条の 2 第 1 項）に関する判決として、最三小判平
成13.3.13民集55巻 2 号283頁（林地開発許可事件判決）がある。土砂の流出又
は崩壊その他の災害を発生させるおそれがないこと（10条の 2 第 2 項 1 号）及
び水害を発生させるおそれがないこと（同 1 号の 2 ）を定めた許可要件規定
は、「土砂の流出又は崩壊、水害等の災害防止機能という森林の有する公益的
機能の確保を図るとともに、土砂の流出又は崩壊、水害等の災害による被害が
直接的に及ぶことが想定される開発区域に近接する一定範囲の地域に居住する
（31）　大橋寛明「最高裁判所判例解説」『法曹時報』49巻 5 号273頁、275頁
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住民の生命、身体の安全等を個々人の個別的利益としても保護すべきものとす
る趣旨を含」み、「土砂の流出又は崩壊、水害等の災害による直接的な被害を
受けることが予想される範囲の地域に居住する者」は、開発許可の取消しを求
めるにつき法律上の利益を有すると判断して、本件開発区域に近接する住居の
居住者 2 名の原告適格を認める一方、土地の所有権等の財産権については個別
的利益として保護されていないとした。さらに、水の確保に著しい支障を及ぼ
すおそれがないこと（同 2 号）及び環境を著しく悪化させるおそれがないこと
（同 3 号）を定めた各許可要件規定については、公益的な見地から開発許可の
審査を行うものであるとして、本件開発区域内又はその周辺に所在する土地上
に立木を所有する者 4 名及び本件開発区域下流の河川から取水して農業を営ん
でいる者 1 名について、いずれも原告適格を否定している。本判決は、もん
じゅ事件最判、川崎がけ崩れ最判と同様の枠組みによって、個別的利益性の有
無を判断したものであるが、 1 号及び 1 号の 2 の要件に関し、生命、身体等の
安全と財産権を区別して、後者は保護されていないとしたことについて特に理
由は示されていない。同最判の調査官解説は、「人の生命、身体の安全等は、
かけがえのない、公益には容易に吸収解消され難い性質の利益」であり、「法
的な仕組みの下でこれを制限するということは想定しにくい
（32）
」と説明している
が、規定の文言や森林法の立法目的から、財産権は保護しないとの解釈を導き
出すことは困難
（33）
と考えられ、本判決後に出された最判平成14.1.22民集56巻 1 号
46頁は、「建築物の倒壊、炎上等により直接的な被害を受けることが予想され
る範囲の地域に存する建築物に居住し又はこれを所有する者」に原告適格を認
めている。また、 2 号要件及び 3 号要件についても特に理由を示すことなく個
別的利益保護性が否定されていることについて調査官解説は、 2 号要件につい
ては、水源からの水の確保に支障を来すというだけでは、生命身体に対する危
（32）　福井章代「最高裁判所判例解説」『法曹時報』55巻10号190頁
（33）　村上裕章「林地開発許可と周辺住民の原告適格」『ジュリスト』1224号（2002年）37
頁
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険の度合が低いこと、 3 号要件については、規制の内容及び基準が具体性に乏
しく、利益を受ける住民の範囲を特定、個別化することが困難であること、環
境を個々人の個別具体的な利益としても保護する明確な根拠規定がないこと
（34）
を
その理由と解している。しかし、具体的に特定された地域における水源枯渇等
の重大な影響が生じる可能性を考慮した場合、原告適格を認める余地は否定で
きないと思われる
（35）
。本件控訴審判決（名古屋高判平成8.5.15判タ916号97頁）
は、「保安林の指定又は解除の場合と開発行為許可の場合とは被害の性質など
については同等に考えることも可能であると解される上、…10条の 2 第 2 項の
許可基準の定められた趣旨に照らすと、周辺地域等の関係者の個別的利益をも
保護する趣旨を含んでいると解するのに支障はない」として、当該開発行為に
よって災害、水害の発生、水の確保の著しい支障又は環境の著しい悪化の発生
により被害を受けるおそれのある「周辺地域等に居住し又は財産を有する者」
に原告適格を認めていた。むしろ控訴審判決のような保護法益の性質をふまえ
た、より柔軟な趣旨解釈を行った上で、原告適格の判断を行うことが適切と思
われる。そもそも、森林の水源かん養、防災、景観などの多面的機能は、地域
住民が森林資源を共同利用することによって維持されてきたものであり、公益
と私益は一体的なものとして考察すべきである（この点については、次章で詳
述）
これに対し、保安林の場合、「直接の利害関係を有する者」は保安林の指定
若しくは解除を農林水産大臣又は都道府県知事に申請することができ（27条 1
項）、保安林の指定又は解除に関する告示の内容に異議があるときは、意見書
の提出、公開の聴聞手続への参加を認める規定（29条、30条、30条の 2 、32
条）が置かれていることから、保安林制度は一般的公益と並んで個人の個別的
利益をも保護していると解され、関係者に原告適格が認められている（最判昭
（34）　福井 ・ 前掲注（32）187頁
（35）　村上 ・ 前掲注（33）38頁
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和57.9.9民集36巻 9 号1679頁 ・ 長沼ナイキ判決）。しかし、最判が森林法の不服
申立ての規定があるというだけで原告適格を認めたことについては、制定法準
拠主義であり、そのような規定がないと逆に解されるリスクがあるので、この
ような解釈方法は不適当
（36）
との指摘がある。
そもそも、環境訴訟でいう環境は、財産権などと違って、個々人に専属しそ
の処分に委ねられるといったものではなく、ある地域の全体としての環境をさ
すものである
（37）
。まして、価値観が多様化し、環境と共存しうる持続的な発展の
必要性が指摘されている現在においては、これまでの判例のように、生命、身
体等の人格権や財産権に関わらない、地域環境や生活空間等の利益を一律に
「公益」に吸収解消されるものと捉える二者択一的な思考は、適切とは思われ
ない。たとえば、森林のもつ環境財としての多面的機能を長年にわたり享受し
てきた流域住民については、行訴法 9 条 2 項の趣旨をふまえ、特に被侵害利益
の内容 ・ 性質、侵害態様 ・ 程度などについて、よりきめ細かな判断が求められ
ることになる。なお、最近の判決として、大阪高判平成26.4.25判自391号68頁
は、やはりもんじゅ事件最判を引用して、一般廃棄物処理施設に係る違法な自
然公園法20条許可によって、優れた自然の風致景観が害され、取り返しのつか
ない事態が発生した場合、自然風致景観利益が公益のみに属するとすれば、抗
告訴訟を事実上提起することができる者がいなくなる事態を同法が許容してい
るとは解し難いとして、近隣住民に原告適格を認めている。また、最判平成
26.7.29民集68巻 6 号620頁は、産業廃棄物等処分業許可申請書の添付書類であ
る環境影響調査報告書における、生活環境影響調査の対象地域内の住民につ
き、当該処分場から有害物質が排出された場合にこれに起因する大気汚染、土
壌汚染、水質汚濁、悪臭等による健康又は生活環境に係る著しい被害を直接的
に受けるおそれがある者に当たるとして、取消訴訟及び無効確認訴訟の原告適
（36）　阿部泰隆『行政法再入門（下）』（信山社、2015年）107頁
（37）　遠藤博也『行政救済法　行政法研究Ⅲ』（信山社、2011年）196頁（初出『季刊環境研
究』 9 号、1975年）
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格を認めている。同最判の結論は妥当といえるが、産廃処理業の場合、不適切
な産廃処分場の操業によって、土壌、地下水汚染等による生活環境等への不可
逆的な悪影響のおそれがあることから、「著しい被害を直接的に受けるおそれ」
の有無にこだわらず、原告適格が認められる住民の範囲をより緩やかに認定す
べきである。
⑵　原告適格判断における「個別保護要件」の問題点
取消訴訟の原告適格が認められる「法律上の利益」（行訴法 9 条 1 項）の有
無について、主婦連ジュース訴訟（最三小判昭53.3.14民集32巻 2 号211頁）以
降の最高裁判例は、処分の根拠法規が当該利益を個別的利益として保護してい
るかどうかによって決する「法律上保護された利益説」で一貫しており、当該
処分の要件を定めた根拠規定等の解釈によって原告適格の有無が決せられるこ
とになる。原告適格を根拠づける法律上の利益は、それが一般公益から切り出
されたものである必要がある
（38）
というのが判例の立場であり、処分の直接の相手
方ではない第三者が処分の適法性を争う場合、法律が原告の利益を保護対象と
していること（保護範囲要件）及び単なる公益としてではなく個人的利益とし
て保護していること（個別保護要件）が求められてきた。そして、処分の根拠
法規が、個々人の個別具体的利益を保護することを目的として行政権の行使に
制約を課していると解することができるか否かの解釈に当たっては、司法研修
所編集の裁判官向けの解説書である「改訂 行政事件訴訟の一般的問題に関す
る実務的研究」（法曹会、2000年）91頁～94頁
（39）
によると、次のような諸点に留
意する必要があるとされている。以下、各項目と内容の要旨を記す。
（38）　塩野 ・ 前掲注（17）135頁
（39）　同書は、1995年発行の中込秀樹ほか 3 名の裁判官による初版本の改訂版である。阿部
泰隆『行政訴訟要件論』（弘文堂、2003年）199頁は、初版本について「実務のバイブ
ル」といわれるくらい、行政訴訟を担当する裁判官が真っ先に参照する本になっている
のではないか、と指摘している。
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①第三者の保護につながる手続規定の有無
処分が第三者の同意を要件としていたり、処分をするに当たって特定の第
三者に意見聴取、異議申出の機会が保障されるなど、処分の根拠法規となる
行政法規に特定の個人の利益保護を図るような手続きを定めた規定がある場
合、当該行政法規は、特定の個人の法益を個別具体的に保護する趣旨を含む
場合が多い
②規制内容、基準の具体性
行政法規が環境保護等を目的とする規制を定めている場合において、規制
内容や基準が一般的 ・ 抽象的であり、特定の個人との関係を顧慮したとはみ
られないときは、当該規制は、公益としての環境利益等の保護を目的とする
ものと解される。
③規制によって保護される利益の性質
周辺住民の生命、身体の安全に対し、直接的かつ重大な被害をもたらすお
それのある危険施設の設置許可等については、処分の根拠となる行政法規の
定める規制が生命、身体の安全や健康といった重大で公益に解消し難い性質
の法益保護にもつながるものであることから、当該規定は、これを公益に吸
収解消し得ないものとして、個別具体的に保護する趣旨を含むものと解され
る傾向にある。
④立法趣旨 ・ 目的
当該行政法規全体の目的が公共の福祉の増進等一般的公益の増進に尽きる
ものか、それとも、個人の生命、身体、財産の保護といった個人の法益保護
をもその目的とするかどうかも、処分の根拠法規を解釈する上での重要な指
針となる。目的規定が公益の保護のみを掲げたものになっているとしても、
各則における個々の規定がそれと併せて個人の個別的利益をも保護している
こともあり得る。
⑤下位法規による規制
具体的処分要件の定めを政令、省令、条例等に委任している場合、個人の
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法益を個別具体的に保護することを目的とすると解し得る規定が置かれてい
れば、この利益は、法律上保護された利益に当たることになる。法律の委任
に基づかない政令、省令については、これによって国民の権利利益を左右す
ることはできないものの、処分の運用方針や運用の実態、行政庁の法解釈を
示す場合も少なくない。根拠法規による規制の目的を解釈する上で、これら
の規定を参考にすることができる。
このようにして改めて概観すると、過去の判例の原告適格判断については、
あたかも上記①～⑤の「公式」にあてはめて「解」を導出したかのようなもの
が少なくないと感じずにはいられない。第三者の生命、身体の安全や健康等に
重大な侵害が発生するおそれのある場合には原告適格が認められることもある
が
（40）
、不利益が拡散する場合（前記主婦連ジュース不当表示事件）、個別保護要
件は否定されている。しかしながら、制定法準拠主義に基づく条文上の手掛か
りによって「個々人の個別的利益としてもこれを保護する趣旨を含む」ものか
否かを読み取ることは無理がある
（41）
。立法過程は、法律の基本的な仕組みを作る
（40）　診療所等の施設が「善良で静穏な環境の下で円滑に業務を運営するという利益」（最
一小判平成10.12.17民集52巻 9 号1821頁）、建築物の倒壊、炎上等による被害が直接に及
ぶことが想定される周辺地域居住者の「生命、身体の安全等及び財産」（最三小判平成
14.1.22民集56巻 1 号46頁）等がある。最二小判平成元 .2.17民集43巻 2 号56頁（新潟空港
判決）は、処分の根拠規定だけでなく、目的を共通にする関連法規の関係規定を考慮し
て、また、最三小判平成4.9.22民集46巻 6 号571頁（もんじゅ判決）は、処分根拠法規の
「趣旨 ・ 目的」と当該法規が処分を通じて保護しようとしている「利益の内容 ・ 性質等」
を考慮して、被害を受けるおそれのある施設周辺住民に原告適格を肯定している。
（41）　小早川光郎『行政法講義　下Ⅲ』（弘文堂、2007年）260頁は、立法において、処分の
名宛人以外の第三者の利益を「個別に保護する趣旨であるかどうかを一々明示すること
はしないのが通例」であり、「ある利益が立法で保護される場合にそれが一定の関係者
についての個別的な保護であるかという問いを立て、それに対する答えがつねに当該立
法自体に含まれているものと考えて、当該立法の解釈という方法でその答えを導こうと
することが、適切であるのかどうかも疑問」であるとして、個別保護要件の考え方に疑
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作業であり、立案された規定が原告適格を認めるか否かについては訴訟法の問
題としてきちんとした議論をしないのが普通だからである
（42）
。それどころか、前
記サテライト事件訴訟係属中に規則改正により、位置基準において医療施設等
からの「相当の距離」を有することを定めた部分が削除（経済産業省令126号
（43）
）
されるなど、原告適格を認める手掛かりになりそうな規定は、関係省庁によっ
て意図的に削除されてしまうことすらある。
そもそも、根拠法の条文から読み取ることができるのは保護法益性までで
あって、個別的利益性の判定が原告適格の有無についての絶対的な線引きの基
準とされるべきではなく、不特定多数者の中から訴訟による救済が必要なだけ
の被害を受けた者と、そうでない者とを区分する「被害者の絞り込み」のため
の抽象的な線引きがなされれば十分
（44）
ではないかとの問題提起がなされている。
この点に関し阿部教授は、「個別具体的」という要件を放棄して、法律が保
護する射程内に入る利益であれば、たとえ薄くとも、公益に吸収されるのでは
なく、法律上の利益と解すべきであると指摘する（「緩和された法律上保護さ
れた利益説
（45）
」）。たとえば、住民参加型まちづくりなどに見られるように、現代
の行政過程においては、公益も私人相互間の利害調整を伴って複線的に形成さ
れていくことが少なくなく、どの部分が公益に関するものであり、どの部分が
特定個人の利益に関するものであるかを区別すること自体困難である。とりわ
け、行訴法改正により「根拠となる法令の規定の文言のみによることなく」と
いう文言がわざわざ挿入されたことも考えると、個別具体的要件に拘泥するこ
となく、法令体系全体の趣旨をふまえ、現実に侵害されることとなる利益の実
問を呈している。
（42）　阿部泰隆「行政訴訟における訴訟要件に関する発想の転換」『判例時報』2137号
（2012年）22頁
（43）　山本 ・ 前掲注（ 6 ）468頁
（44）　中川丈久「取消訴訟の原告適格について（ 2 ）―憲法訴訟論とともに」『法学教室』
380号（2012年）103頁～104頁
（45）　阿部 ・ 前掲注（39）108頁
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質と紛争の実態に着目した原告適格判断が必要である。そして、原告側が一定
程度の利益侵害の可能性を主張立証した場合、被告行政主体が合理的根拠を
もって反証しない限り、原則として原告適格を認め、速やかに本案審理ができ
るようにすべきである
（46）
。
法文上明らかではない個別保護要件が裁判上要求されてきた要因として、個
人の権利利益の救済を目的とする主観訴訟である取消訴訟の民衆訴訟化への危
惧
（47）
があると考えられるが、そもそも原告適格の法理は、「裁判所の保護をうけ
得ない、或いは裁判所の裁判に適しない訴訟を選別する機能を有する
（48）
」もので
あるとすると、行政法規の保護範囲内に入る第三者は、違法処分によって、法
律の保護を受けられなくなるのであるから、法律の保護を求めて争うことがで
きる
（49）
と考えるべきである。そして、被害状況等を個別的に判断して、保護され
るべき者の範囲を適正に画定することができれば、たとえ利害関係人の範囲が
広範に及ぶものであったとしても「民衆訴訟」とは言い難い
（50）
。また、行政訴訟
（46）　阿部 ・ 前掲注（36）40頁。同114頁は、「法律の保護範囲内に入っていて、相当の不利
益を受ければ、個別具体的に保護されているかどうかを詮索することなく、条文の体
裁 ・ 文言にこだわらず、原告適格を認める」こととして、迅速に本案に入るべきである
と指摘する。
（47）　司法研修所編 ・ 前掲注（39）83頁、越山安久「ジュース不当表示事件調査官解説」
『ジュリスト』667号（1978年）60頁
（48）　雄川一郎「訴えの利益と民衆訴訟の諸問題」『行政争訟の理論』（有斐閣、1985年）
291頁
（49）　阿部 ・ 前掲注（39）204頁
（50）　遠藤 ・ 前掲注（37）109頁（初出「取消訴訟の原告適格」『実務民事訴訟講座 8 　行政
訴訟Ⅰ』、日本評論社、1970年）は、「取消訴訟についても、全面的ではないにせよ、少
なくとも一定の範囲と限度内においては、いわゆる客観訴訟化して、その原告適格の問
題を考えていくことが要求される」としており、同119頁は、民衆訴訟という言葉は、
「本来原告適格について限定のないもの、すなわち、一般国民の資格で提起する訴訟」
をいい、行訴法 5 条にいう民衆訴訟は、客観訴訟ではあるが、民衆訴訟ではないと指摘
する。また、原田尚彦「行政事件訴訟における訴えの利益」『公法研究』37号（1975年）
103頁は、民衆訴訟とは、「国民が一般公民としての資格で、もっぱら行政の非違を追及
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は、私人の権利利益の保護救済と並んで、行政の適法性維持という 2 つの機能
を果たすことを制度目的とするもので、いずれかが優先するわけではなく、両
者は相互に補完し合う関係
（51）
にあることを前提にすると、生活環境のような純粋
な個人的利益の範疇には含まれないものであっても、行政権限の不適正な行使
により被害を受けた場合、当該利益の享受者であり、被害者でもある一定地域
の住民らに広く抗告訴訟の原告適格を認め、行政権限行使の適法性全般につい
て司法審査する機会を担保すべきである。その際、個々人に分解できない集合
的利益について十分に配慮した判断が必要と思われるが、この点については次
章において検討したい。
芝池教授は、原告適格の判断にあたっては、①法令またはそれによって形成
されている法制度の趣旨、②被害の実態、③原告適格を認められる者の範囲の
画定可能性と並んで、④誰に争わせることが適切かという視点が必要であり、
多数の国民や住民の生活に全体としては軽微ならざる影響を与える行政処分に
ついては、何人かに原告適格を認める方向での努力が必要
（52）
と指摘している。
たとえば、重要文化財の指定は、公益目的で土地建物の所有者等に対し法律
上の制限が課せられることにより、広く国民が恩恵を受ける性質のものであ
り、利益を享受する者が国民全体に広がってしまうような場合
（53）
には、判例の立
するために提起する訴え」をいい、「私的利益に基礎をおく訴えの場合には、たまたま
現象的には利害関係人の範囲が不特定多数に及び、究極的には国民的な広がりをもつこ
とになるとしても、これをア ・ プリオリィに民衆訴訟と断じ去るべきではない」と論じ
ている。阿部 ・ 前掲注（39）110頁は、「争うことのできる者の範囲は拡大しようと、法
律が保護する範囲で、かつそれが一定の広がりの中で限定される場合」は、民衆訴訟で
はなく、主観訴訟であるとする。
（51）　曽和俊文「行政訴訟制度の憲法的基礎」『ジュリスト』1219号（2002年）63頁、中川
丈久「行政事件訴訟法の改正‐その前提となる公法学的営為」『公法研究』63号（2001
年）133頁、亘理格「行政訴訟の理念と目的」『ジュリスト』1234号（2002年）14頁～15
頁。
（52）　芝池義一「取消訴訟の原告適格判断の理論的枠組み」『京都大学法学部創立百周年記
念論文集（ 2 ）』（有斐閣、1999年）99頁～100頁
（53）　塩野 ・ 前掲注（17）132頁。近年の下級審判決として、大阪地判平成24.12.21判時2192
するために提起する訴え」をいい、「私的利益に基礎をおく訴えの場合には、たまたま
現象的には利害関係人の範囲が不特定多数に及び、究極的には国民的な広がりをもつこ
とになるとしても、これをア ・ プリオリィに民衆訴訟と断じ去るべきではない」と論じ
ている。阿部 ・ 前掲注（39）110頁は、「争うことのできる者の範囲は拡大しようと、法
律が保護する範囲で、かつそれが一定の広がりの中で限定される場合」は、民衆訴訟で
はなく、主観訴訟であるとする。
（51）　曽和俊文「行政訴訟制度の憲法的基礎」『ジュリスト』1219号（2002年）63頁、中川
丈久「行政事件訴訟法の改正‐その前提となる公法学的営為」『公法研究』63号（2001
年）133頁、亘理格「行政訴訟の理念と目的」『ジュリスト』1234号（2002年）14頁～15
頁。
（52）　芝池義一「取消訴訟の原告適格判断の理論的枠組み」『京都大学法学部創立百周年記
念論文集（ 2 ）』（有斐閣、1999年）99頁～100頁
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場からは、原告適格を有する者を見出すことは容易ではない。行訴法 9 条 2 項
によって学術研究者の原告適格が肯定されるかどうかについては、学説の見解
も分かれている
（54）
が、文化財保護は、研究者の活動に依るところが大きく、保護
対象となる文化財の取捨選択、保存管理については研究者による学術的評価や
専門技術が担保されなければ事実上機能しない。また、所管行政庁が学術上の
価値判断を誤って、指定の懈怠や廃止を行った場合、学術研究上の被侵害利益
の回復は永久に不可能となる。したがって、学術的価値を有する文化財を長期
的に研究対象としてきた研究者の利益については、文化財保護法の保護範囲内
において、国民一般に広く帰属する共通利益の担い手としての性質を有してい
ると考えるべきである。とりわけ、指定 ・ 解除の対象物をめぐる個別具体の状
況に応じ、相当の期間、当該対象物の調査研究を継続してそれに通暁し、緊密
な利害関係を有する一定の範囲の研究者
（55）
については、学術研究上の個別具体的
利益を公益から「切り出し」することも可能であり、対象物がみだりに損壊さ
れることのないよう求めるなど、国民一般と区別して原告適格を認める余地は
否定されないように思われる。「研究者」の利益については、反射的利益ある
号21頁は、旧大阪中央郵便局庁舎の保存活動を行う団体の構成員が提起した、当該建物
を重文指定することの義務付け訴訟の原告適格を否定している。同判決の評釈として、
越智敏裕「文化財保護訴訟の原告適格：旧大阪中郵事件〈行政判例研究619/978〉」『自
治研究』91巻 7 号（2005年）110頁、三好規正「重要文化財に指定する処分の義務付け
を求める訴えについて、学術研究者等の原告適格が否定された事例」『新 ・ 判例解説
Watch（法学セミナー増刊）』14号（2014年）325頁
（54）　高木光「行政訴訟制度改革の意義と評価」『法律のひろば』57巻10号（2004年）17頁
は、「かなり可能性が高い」とするが、福井 = 村田 = 越智 ・ 前掲注（15）308頁〔越智
敏裕執筆〕は、「法令体系の中に明文がない以上、研究者だけが特別の地位にあると解
釈することは困難」とする。「行政事件訴訟法改正 5 年後見直しの課題」『自治研究』86
巻10号（2010年）14頁～18頁の討議も参照
（55）　宮崎良夫「「訴えの利益」論―伊場遺跡訴訟判決によせて」『ジュリスト』710号
（1980年）46頁は、「行政処分によって形成された利害状況への『近接度』」という判定
基準を示す。
（53）　塩野 ・ 前掲注（17）132頁。近年の下級審判決として、大阪地判平成24.12.21判時2192
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いは公益に吸収解消される利益と一律に解するべきではなく、各研究分野に応
じた特性も勘案することが必要である。
第 2章　環境行政訴訟と集合的利益の保護
1 ．集合的利益の意義
自然環境や生活環境に関する利益については、不特定多数の利害関係者が存
在し、個々人が有する利益が希薄であることが、過去の判例において原告適格
が認められ難かった要因と考えられる。しかし、このような利益は薄く拡散し
た個人の利益の集合であり、一人一人に帰属する私益だけでも出訴資格を基礎
づけるに十分であるとともに、原告が勝訴すれば、公共の利益にも寄与する
（56）
も
のとなる。多数人に薄く広がるものでありながら、全体の集積として大きな価
値になると認められる生活環境などの集合的利益については、法律上保護され
た利益として、享受者である住民らに原告適格を認めることが適切と考えられ
る。
このような集合的利益の法的位置付けに関し、判例のとる公私二分論のよう
に、一般公益に吸収解消される諸利益と生命、身体等の個別的利益に両極化し
てとらえるのではなく、一般公益と個々人に帰属する個別的利益（私益）との
間に第 3 の類型として「共同利益」の存在を想定する亘理教授の見解がある
（57）
。
これは、環境法や土地法の分野における良好な自然環境や生活環境の利益を、
地域住民によって享受される一種の共同利益
（58）
と捉えるものであり、景観、緑、
歴史遺産などを自己の利益として享受している者が、一定の広がりをもって存
在しているという社会実態に着目した概念である。原告適格に関する判例理論
（56）　阿部泰隆「行政訴訟における裁判を受ける権利」ジュリスト1192号（2001年）142頁
以下
（57）　亘理格「公私機能分担の変容と行政法理論」『公法研究』65号（2003年）188頁以下
（58）　「論点講座　エンジョイ！行政法　第 3 回 公益」『法学教室』311号（2006年）37頁の
亘理発言
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において、生命、健康、身体に関わる利益侵害については根拠法規により個別
的に保護された利益にあたるとされてきたのに対し、良好な景観や、周辺環境
等によって生ずる利益について個別的保護利益性が認められてこなかったこと
について、同教授は、判例が人の生命、健康、身体は人格権の核心部分に属す
るという価値利益の実体論に依拠しているとの推測の下に、生活環境上の利益
や景観利益等について個別的利益性を認めさせるためには、利益の実体及び性
質に着目した理論構築が必要
（59）
であること、共同利益は、国家的承認を受けた一
般的公益（重要文化財への指定、景観法制定による景観保護等）となることも
あれば、利益侵害状況に応じた法体系的解釈を行うことにより、原告適格の基
礎となる個別的保護利益性を承認すべきケース
（60）
もありうるとされる。なお、共
同利益論に対しては、手続きの整備や団体訴訟の創設などの立法措置を求める
根拠としては有意義であるとしても、法解釈論として原告適格の拡大をもたら
すことは難しい
（61）
との批判もある。一方、共同利益は社会学的概念であって、法
概念ではなく、法実証的な根拠を欠くと指摘し
（62）
、中間的利益について、法律構
造面に着目した「凝集利益」の概念を展開するのが仲野教授である。凝集利益
とは、たとえば旧森林法の保安林の指定、解除における関係人の利益のよう
に、一定範囲内の不特定多数者によって不可分的に享受され、その外延が法律
（59）　亘理格「共同利益論と『権利』認定の方法」『民商法雑誌』148巻 6 号（2013年）517
頁
（60）　亘理格「行政訴訟の理論」『公法研究』71号（2009年）70頁は、このような見地か
ら、伊場遺跡訴訟（最判平成元 .6.20判時1334号201頁）や近鉄特急料金認可訴訟（最判
平成元 .4.13判時1313号121頁）の各判決は見直されるべきことを指摘する。なお、東京
地判平成25.3.26判時2209号79頁（北総線運賃値下げ事件）は、鉄道事業法の目的規定及
び旅客運賃上限認可処分に係る手続規定の存在や、高額な運賃設定による利用者への重
大な損害発生のおそれ等を理由に、反復継続的に鉄道を利用している通勤 ・ 通学者の原
告適格を認めており、行訴法 9 条 2 項の趣旨が活かされたものといえる。
（61）　野呂充「原告適格論の再考」『法律時報』82巻 8 号（2010年）17頁
（62）　仲野武志『公権力の行使概念の研究』（有斐閣、2007年）289頁
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上画されている利益
（63）
であり、実定法において提案権や意見提出権などの手続保
護規定がある場合、関係者には当該規定を根拠に、一般国民とは区別された凝
集利益が認められ、抗告訴訟によって直接保護されることとなるというもので
ある。特定の手続規定等があれば、ほぼ自動的に当該利益を享受する個々人に
原告適格が認められることになるという論理であるが、かかる規定の有無は、
前述のように立法過程における偶然的な要素により左右されるため、原告適格
の「拡大」につながるものとは言い難い
（64）
。なお、同教授は、「集合的にみて公
益から区別され、その侵害が集合的にみて社会通念上許容しえない
（65）
」利益であ
れば、なし崩し的な民衆訴訟化に対する歯止めとして一応十分とする見解も示
している。
環境保全などを目的とした社会的規制の領域では、法律に基づき、規制の受
益者である私人の利益（生命、身体、生活環境等）を保護するために被規制者
（事業者等）の利益を規制するという、三面関係を前提としたものとなるた
め、被害を受けた私人は、法律を規定した行政主体が適切な措置を行うよう裁
判所に救済を求めることが必要となる。この場合、訴訟において行政主体が主
張しているのは、公益と同時に実質的にみれば、被規制者の利益（私益）であ
り、私人が主張しているのは、私益であると同時に規制によって保護される公
（63）　仲野武志「不可分利益の保護に関する行政法 ・ 民事法の比較分析」前掲注（59）551
頁以下、仲野 ・ 前掲注（62）284頁以下
（64）　本多滝夫「行政救済法における権利 ・ 利益」『行政法の新構想Ⅲ（行政救済法）』（有
斐閣、2008年）226頁。この点について、原田大樹『公共制度設計の基礎理論』（弘文
堂、2014年）240頁は、「法実証主義的な立場の採用は、少なくとも原告適格の文脈で見
れば、結果的に現在の判例理論よりも原告適格が認められる範囲を狭く解することとな
る」と指摘する。
（65）　仲野武志「行政事件における訴訟要件の意義（水平的統制のみ）」『公法研究』77号
（2015年）163頁。同166頁は、生命、身体、健康という絶対権侵害があるところに原告
適格を基礎付けうる「一定範囲」ありと認めた「もんじゅ拡張型思考」のフィクション
的解釈を、生活環境に関する利益についても導入しうる可能性を示唆している。
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益でもある
（66）
ということになる。また、地域社会的な秩序（公益）を維持するた
めには、そこに住んでいる土地の権利者の利益についても手段的に法的保護利
益として保護されなければならない
（67）
という相関関係があり、公益と私益は、相
互に補完し合うものとなっている
（68）
。たとえば、当該行政法規の体系において保
護される利益を日常的に享受し、その形成 ・ 維持活動などに能動的に関与して
きた地域住民や団体については、個々人の良好な生活環境が維持され、一定の
水準 ・ 質が確保されることにより、結果的に当該地域全体の公益の維持にもつ
ながるという表裏一体的な関係が認められる。環境領域の場合、民主的プロセ
スを経て確定された共同利益について、その便益を受ける者が実現を求める権
利は、環境公益
（69）
とよばれており、住民は、政策立案過程において行政と水平的
に協働して公益を発見し、実現していく役割
（70）
を担っているのであり、決して行
政のみが公益の実現主体とはいえないのである。
したがって、このような場合において、共同利益（集合的利益）の概念を媒
介として、処分の根拠規定だけでなく、それを含めた法体系全体を合目的的に
解釈することにより、都市法や環境法分野における原告適格の拡大を図るとと
もに、団体訴訟導入にあたっての理論的根拠とすることが可能と思われる。こ
の点については、次節以下において具体的に検討してみたい。
（66）　曽和俊文「公益と私益」『芝池義一先生古稀記念 行政法理論の探求』 （有斐閣、2016
年）39頁
（67）　論点講座 ・ 前掲注（58）58頁の亘理発言
（68）　小早川光郎「抗告訴訟と法律上の利益 ・ 覚え書き」成田頼明先生古稀記念『政策実現
と行政法』（有斐閣、1998年）53頁は、取消訴訟の原告適格について、文化財保護法に
基づく現状変更許可処分と処分取消しを求める地元の旅館業者との関係を例に、「抽象
的 ・ 平均的 ・ 一般的な利益」ではなく、公益の実現と原告の利益が「相互に裨益しあ
い」、「消長をともにする」関係にある場合には、原告の個別的利益と密接に関連するも
のであり、法律上の利益を認めてさしつかえない旨を論じている。
（69）　北村喜宣『環境法〔第 3版〕』（弘文堂、2015年）53頁
（70）　芝池義一「行政法における公益 ・ 第三者利益」ジュリスト増刊 『法律学の争点シリー
ズ 9  行政法の争点〔第 3 版〕』（有斐閣、2004年）13頁
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また、訴訟法とは別に、個人的利害を超えた持続的な地域環境（＝公益）の
担い手としての住民に、計画策定過程への手続的参加
（71）
を保障することが不可欠
であり、合意形成過程の制度設計が進められなければならない。具体的手続き
としては、代替案ないし修正案の提出 ・ 選択あるいは事業中止が可能な段階で
の政策情報の早期公開と政策課題（アジェンダ）の設定を前提に、最終決定権
は行政に留保しつつも、判断形成過程において地域住民等が行政と協働する合
意形成のしくみ
（72）
の法制度化が必要である。具体的には、ア．計画原案の住民へ
の公表、イ．原案に対する住民意見書（反対提案を含む）の提出、ウ．住民意
見を踏まえた行政からの代替案 ・ 修正案の再提示、エ．質問権 ・ 反論権を保障
した行政主宰の公開審議、オ．行政による最終案の選択 ・ 決定、といった一連
の手続きを行政手続法に規定し、判断形成過程の法的統制を図るべきである。
事前手続はそれ自体における独自の権利の実効性確保とともに、同時に事後
的な権利救済を容易ならしめる
（73）
と、指摘されていたように、事前手続法制の整
備により参加権が保障されることで、手続的権利の侵害と構成
（74）
して、原告適格
の拡大を図ることが容易になる。
（71）　このような協働を山本隆司「日本における公私協働」稲葉馨 ・ 亘理格編『藤田宙靖博
士東北大学退職記念 行政法の思考様式』（青林書院、2008年）189頁は、「決定の前段階
における協働」に分類する。
（72）　住民との合意形成手法のあり方について、阿部泰隆『行政の法システム（下）〔新
版〕』（有斐閣、1997年）559頁以下、北村喜宣『分権改革と条例』（弘文堂、2004年）
281頁以下、畠山武道「住民参加と行政手続」『都市問題』85巻10号（1994年）43頁以
下、環境行政分野における住民参加の課題については、牛嶋仁「環境行政過程における
市民参加」『福岡大学法学論叢』47巻 3 = 4 号（2003年）367頁以下
（73）　遠藤 ・ 前掲注（37）19頁（初出『公法研究』45号、1983年）
（74）　椎名愼太郎「環境行政訴訟の原告適格再論―2004年行訴法改正は不十分である」『山
梨学院　ロー ・ ジャーナル』 6 号（2011年）33頁
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2 ．集合的利益と原告適格
⑴　都市空間における住民の法的地位
市街地の縮退を前提としたこれからの都市政策を考える場合、生活空間とし
てのあるべき都市像や理念を共有するとともに、土地利用相互間の価値序列や
空間利用の内容の決定を誰がどのような価値判断に基づいて、いかなる手続き
で行うべきか
（75）
、地域的規範として確立し、その枠組みの中で開発等を行うよう
にすることが不可欠である。このためには、許認可権者である自治体と開発を
希望する土地所有者 ・ 事業者の二面関係を前提としたものではなく、地域住民
やＮＰＯなど多様な主体を含めた三面関係の下で、地域特性を重視し、地域価
値を高める都市づくり
（76）
が進められなければならない。空間利用秩序の形成と具
体化をめぐる動態的過程と、その中で立法 ・ 行政 ・ 司法が果たすべき役割分担
と協働の分析が課題とされる
（77）
。この領域においては、住民自治の観点から住民
自身による都市空間のコントロールの可能性を開くことが重要であるにもかか
わらず、住民参加はもとより、争訟提起が大幅に制限されている現行法システ
ムには大きな問題がある
（78）
。
都市空間秩序形成過程においては、行政だけが公共性を独占的に担う主体で
はあり得ず
（79）
、地域住民やまちづくり活動にとり組む団体も協働主体として位置
付けられる。たとえば、都市計画法に定める地区計画は、「建築物の建築形
態、公共施設その他の施設の配置等からみて、一体としてそれぞれの区域の特
性にふさわしい態様を備えた良好な環境の各街区を整備し、開発し、及び保全
（75）　原田純孝「都市の土地所有（権）と法社会学」日本法社会学会編『土地 ・ 環境問題と
法社会学』（有斐閣、1996年）48頁
（76）　小林重敬「市街地の縮減と新たな市街地郊外部」『都市住宅学』78号（2012年）46頁
（77）　角松生史「まちづくり ・ 環境訴訟における空間の位置づけ」『法律時報』79巻 9 号
（2007年）32頁
（78）　原田 ・ 前掲注（75）52頁
（79）　磯部力「行政システムの構造変化と行政法学の方法」小早川光郎 = 宇賀克也編『塩
野宏先生古稀記念 行政法の発展と変革（上）』（有斐閣、2001年）56頁
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するための計画」（12条の 5 第 1 項）であり、「当該地区内の住民等にとって良
好な市街地環境の形成又は保持」（都市計画運用指針Ⅳ - 2 - 1 Ｇ 1 ）を目的と
するものであることから、計画案については、土地所有者等からの意見を求め
て作成することとされている（16条 2 項）。また、土地所有者等は、 1 人で、
又は数人共同して、都道府県又は市町村に対し、都市計画の決定又は変更をす
ることを提案することができる（21条の 2 ①～③）。この都市計画提案制度
は、2003年改正で追加されたものである。
このような良好な都市空間の形成と利用の実現を目的とする計画過程に参加
する「住民」とは、土地所有者を中心とした地権者集団としての側面だけでは
なく、個々の権原の範囲を超えた都市空間秩序形成に関与する主体としての位
置付けが必要となり、個人的な利害を超えた地域における共同生活上の共通利
益について意見表明することが求められることになる。そして、このような場
合、公益と私益は画然と区別されるわけではなく、住民個人の私益が公益と合
致若しくは公益に含まれる場合もあり得る
（80）
。それは、全国共通の国家的公益で
はなく、当該地域における固有の事情を背景とした合意に基づく住民の集合的
利益を前提としたものであり、様々な要素が多層的に存在し、相互に補完し合
う関係となっている。都市においては、たまたま土地、家屋等の財産権を有し
ている者が、公法的規制を通じて形成された良好な空間利益を享受するという
関係にあるため、個別的利益に分解された財産権等の側面のみから法的利益の
有無を論ずることは適切でない
（81）
。むしろ土地所有権等の権原の有無にかかわら
ず、当該空間利益の享受者である住民自らがその生活と活動の「場」としての
都市空間のあり方を共同でコントロール
（82）
することが不可欠であることから、住
（80）　人見剛「都市住民の参加と自律」『岩波講座　現代の法 9  都市と法』（岩波書店、
1997年）294頁
（81）　見上崇洋『地域空間をめぐる住民の利益と法』（有斐閣、2006年）61頁は、空間規制
との関係では財産権も反射的に保護されているに過ぎないと指摘する。
（82）　原田純孝「都市にとって法とは何か」『都市問題』90巻 6 号（1999年）11頁
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民は、当該根拠法規の処分要件だけではなく、関係法令を含む都市法体系全体
の中で、良好な生活空間に係る「法律上保護された利益」を有すると考えるべ
きである
（83）
。
そして、都市政策にかかわる種々の行政活動は、個々の住民に対するものと
いうよりも、一定の面的な広がりをもった「地域」に対して作用する性質を有
しており、そこに居住する地域住民に共通した利害関係が生じ、構成員たる
個々人への影響の総和としては量られない状態
（84）
となっているといえる。した
がって、個々に分解した場合には、保護法益性が希薄で個別的利益とはいい難
いものであったとしても、ある行政活動自体が、特定の地域全体の利益を侵害
していることがあり得ることから、空間秩序や生活環境形成に関わる集合的利
益（いわば、「生活空間利益」）の侵害を理由として、行政活動の適法性統制の
観点から原告適格が認められる必要がある
（85）
。その場合の「被害者の絞り込み」
については、たとえば、生活環境等を侵害するおそれのある施設周辺の土地利
用状況、居住状況、当該施設からの距離、街区及び法令 ・ 条例による規制区域
等によって直接的な影響が及ぶと認められる範囲をゾーニングすることにより
十分に可能となるものと考えられる。
さらに、都市法分野においては、地区計画の区域内における建築物の制限等
について定める地区計画条例（建築基準法68条の 2 第 1 項）やまちづくり、自
（83）　神橋一彦「原告適格論と憲法の視点」『立教法学』82号（2011年）245頁以下は、処分
要件を分解し、各規定に即して 1 人 1 人の原告につき個別に精査する「精査選別的な原
告適格判断」が改正行訴法 9 条 2 項の趣旨に鑑みて妥当なものか疑問を呈し、「大括り
的な原告適格判断」による地域生活利益の保護の必要性を論じている。
（84）　田村悦一「地域住民及び地域団体の法的地位とその保障」『立命館法学』119=120号
（1975年）53頁～54頁
（85）　個々の当事者に分解された利益が重要な実益とはいえない場合であっても、行政統制
機能の面から原告適格を承認していく必要性があることについては、民事訴訟法研究者
からも指摘されている。山本和彦「民事訴訟法理論から見た行政訴訟改革論議」『法律
時報』76巻 1 号（2004年）114頁参照。
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然環境保全等を目的とする独自条例など多様な内容の条例が制定されているこ
とも少なくなく、地域特性をふまえた独自の許可基準の設定や法律に定める許
可要件の具体化又は詳細化を図る取り組みも各地で行われている。たとえば、
国分寺市まちづくり条例は、開発基本計画の届出と周知、市長への事前協議、
近隣住民 ・ 周辺住民からの意見書提出、市の指導書の交付、開発基準適合確認
通知、開発事業に関する協定の締結という一連の手続きから成っており、開発
許可基準に関し、地方公共団体による制限の強化を又は緩和を許容した都市計
画法33条 3 項の規定に基づき定められたものである。このような法律による委
任のない独自条例による上乗せ、横出し、法定基準の具体化についても、条例
に土地利用、環境保全の理念と総合的規制のしくみを示し、個々の縦割りの法
律の規制では守れない地域的環境があることを立法事実から明らかにすること
ができれば、適法と解され
（86）
、原告適格の判断においても条例の規定内容も十分
に考慮されなければならない。たとえ国の法令次元でみれば「一般公益の実
現」を目的としたものと解釈されうるとしても、自治体において民主的議論を
経て決定された条例や環境関連の中長期計画がある場合、地域住民にはそのよ
うな地域的ルールもふまえた適正な行政権限の行使によって享受できる個別的
な法的利益
（87）
があることから、これが違法な行政決定によって侵害された場合、
受益者である地域住民は、これを裁判上争うにふさわしい資格が認められると
考えるべきである。とりわけ、第三者に外部不経済を及ぼす可能性のある施設
については、外部性をコントロールするための、安全性、環境、事業主体の経
（86）　阿部泰隆『政策法学講座』（第一法規、2003年）292頁
（87）　北村 ・ 前掲注（ 7 ）154頁。なお、東京地判平成20.12.24裁判所ウェブサイトは、東京
都が都市計画法53条 1 項に基づいてした都市計画施設の区域内における建築許可処分の
取消訴訟につき、関係法令である都市公園法及び東京都震災対策条例の趣旨 ・ 目的や、
同項が保護しようとしている利益の内容 ・ 性質等を考慮して、都市計画事業が施行され
て都市公園になったときに当該公園を避難場所として利用する蓋然性が客観的に高いと
認められる住民らの原告適格を肯定している。関係法令の範囲をかなり柔軟に解釈した
例といえよう。
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理的基礎、反社会性等に係る「要件の一連のパッケージ
（88）
」の遵守によって外部
性の内部化を図ることが法令で想定されている場合、それらの遵守と引き換え
に第三者に権利侵害を受忍させることが許されることから、一人だけを取れば
薄い利益であったとしても、その侵害は原告適格を基礎付ける「法律上の利益
の侵害」になると考えるべきである。たとえば、都市計画法33条 1 項 6 号、 9
号、10号の各号の規定について、規制内容及び基準の具体性に欠け、周辺住民
が受ける利益の具体性も乏しいとして、開発区域内外の一定範囲の地域の住民
の個別的利益を保護する趣旨を含むものと解することは困難との見解
（89）
もある
が、開発許可に伴う不利益が問題になるのは、通常、開発区域の隣接地を中心
とした一定範囲の住民に限られ、彼らはすべての許可基準の充足を条件とし
て、当該許可に伴う不利益を受忍すべき地位にあると考えて、環境基準違反に
ついても、法律上の利益の侵害として原告適格を基礎付けるものと解すべきで
ある
（90）
。
なお、日本では、訴訟を協働の手法の一つとしてとらえる発想に乏しかった
が、国際的には、自己の権利利益の侵害の有無にかかわらず、市民やＮＰＯが
違法な行政の行為に対して訴訟を提起することができる公共利益訴訟も認めら
れる傾向にあるといわれており、濫訴の弊害も生じていない
（91）
。「環境問題に関
する、情報へのアクセス、意思決定における市民参画、司法へのアクセスに関
する条約（オーフス条約）」（1998年 6 月採択、2001年10月発効）は、司法への
アクセス権を、環境情報へのアクセス、環境政策決定への参加権と並ぶものと
（88）　福井秀夫「市場の失敗対策としての行政法の再構成」高木光 = 交告尚史 = 占部裕典
= 北村喜宣 = 中川丈久編『阿部泰隆先生古稀記念　行政法学の未来に向けて』（有斐
閣、2012年）104頁
（89）　司法研修所編 ・ 前掲注（39）101頁
（90）　見上崇洋「都市行政と住民の法的位置―都市法領域における原告適格問題を中心に」
原田純孝編『日本の都市法Ⅰ　構造と展開』（東京大学出版会、2001年）472頁
（91）　大久保規子「協働の進展と行政法学の課題」磯部力 = 小早川光郎 = 芝池義一編『行
政法の新構想Ⅰ　行政法の基礎理論』（有斐閣、2011年）242頁
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して位置づけている。日本が未締結である同条約の観点は、立ち遅れた司法ア
クセス権のあり方を再考する上でも重要であり、「市民協働の」一態様として
訴訟を把握し、訴訟の結果が適切に行政施策に反映される、フィードバック機
能の強化が求められる。
⑵　自然環境保護訴訟と原告適格～コモンズの視点から
本節では、違法な行政処分によって地域的な自然環境が侵害された場合にお
ける救済のあり方について、里山環境の保全を素材として検討してみたい。
「里山」とは、肥料用の採草地や燃料用の薪炭林として維持管理されてい
た、人里に接した農用林を指す。里山の管理については、古来、地域住民が山
林原野などを共同で管理、収益する慣習上の権利として「入会」が存在してい
た。入会の構成員は一定範囲で収益権を有し、その内容は慣習によって定ま
る
（92）
。自然資源の枯渇を防ぐための一定のルールの下に資源を総有の権利として
利用、管理する入会のようなシステムは、コモンズ（英国の共同放牧地におけ
る牧夫たちの共同的管理運営制度に起因する用語）ともよばれ、生産活動や生
活のために人為的に利用されていた里山は、薪や下草等の採取が植物にもたら
す攪乱 ・ ストレスによる種の競争緩和が植物種の多様性につながり、さらに動
物種の多様性を高めて健全な生態系の持続
（93）
につながるという連関を有してい
た。共同的な生産労働が生物多様性や景観の保全、洪水防止などの公益と有機
的に結合していたのである。しかし、1966年成立の入会林野等に係る権利関係
の近代化の助長に関する法律は、入会を近代的土地所有制度になじまないもの
として、消滅させる政策をとり
（94）
、里山の土地は、私有地か公有地に二分化され
た。その後、化石燃料等の普及、農林業の後継者難などに伴って放置林化して
も、私有地について行政機関が積極的に関与することはできないため、さらに
（92）　我妻栄 = 有泉亨 = 川井健『民法 1 』 （勁草書房、2005年）373頁、407頁
（93）　武内和彦 = 鷲谷いづみ = 恒川篤史編『里山の環境学』（東京大学出版会、2001年）17
頁
（94）　中尾英俊「国家権力による入会権の保護と解体」・ 前掲注（75）15頁
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森林荒廃が進むという悪循環をたどることとなった。このような課題を解消す
るためには、土地の権原の所在にかかわらず、多様なステークホルダーが共同
的に維持管理できる仕組みが不可欠である。
近年、生物多様性や景観など、残存する里山の環境財としての価値が見直さ
れ、都市住民などが、所有者の承諾を得て森林を利用するという形で、現代的
な里山コモンズを模索する取り組み
（95）
も行われるようになっている。これは生産
を目的とした地縁主体のクローズドな入会とは異なり、森林の「所有」と「管
理」を分離し、住民、ＮＰＯ等が森林にアクセスし、地域の環境資源として管
理する協働的な取り組みである
（96）
。たとえば、2003年制定の千葉県里山の保全、
整備及び活用の促進に関する条例は、人里近くの樹林地等を「里山」と定義し
た上、土地所有者等と里山活動団体が締結した維持管理協定を知事が認定する
制度を設けており、認定を受けた活動に対しては、県費助成措置がある。同協
定に基づいて活動する、あるＮＰＯ法人は、樹木伐採、植林、下草刈り、植生
調査等を協定に定められた 4 か所の里山を活動フィールドとして行っている。
他にも、 5 年を 1 期とする森林経営計画（森林法11条）に基づき、複数の里山
所有者から森林経営の委託を受けたＮＰＯ法人が計102ha の里山を管理し、間
伐材を用いたバイオマス燃料の販売など森林経営を自ら行っている事例もあ
る
（97）
。なお、同計画の認定を受けた場合、税制面や融資条件の優遇、間伐や造林
補助金の増額等の措置がある。全国的にも、市民団体等が森林を無償で借り受
け、県、地元市町村とともに所有者と環境保全協定を結び、植栽や下草刈り等
の活動を行っている事例は少なくない。これらの事例は、団体を結成し団体を
（95）　三井昭二「森林からみるコモンズと流域―その歴史と現代的展望」『環境社会学研究』
3 号（1997年）42頁以下、加藤峰夫 = 倉澤資成「環境保全的観点からの入会制度の評
価と再構成」『エコノミア』46巻 4 号（1996年）20頁以下など
（96）　三好規正「持続的な流域管理法制の考察」前掲注（88）451頁～452頁
（97）　里山保全活動の事例については、寺田徹「里山コモンズを現代の文脈でよみがえらせ
る」『都市住宅学』90号（2015年）63頁以下参照
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通じて構成員らが集合的利益（環境資源としての利用）を享受している状態を
示しているといえよう。二次的自然である里山の保全のためには、常時人為的
な働きかけが必要であるため、国や自治体（官）による公的管理でもなけれ
ば、私人（民）による私的管理でもない、地域（共）による共同的管理が、条
例を始めとする地域的ルールの下でなされることが不可欠である。このよう
な、住民等の主体的な関わりがなければ、環境の質の維持がはかれない領域
が、公と私に分化できない共の部分の存在理由
（98）
ということができる。そこで
は、私有財産であっても、地域の合意に基づく社会的自己規制が国家の法規制
と相互に補完しあうことにより持続的な維持管理が可能となるという関係にあ
る
（99）
ことから、個々に分解した場合の利益は薄く拡散してはいても、集合的利益
が、違法な行政処分によって侵害され、又はされるおそれがある場合、抗告訴
訟を提起できる者が誰もいないという事態は許されないといわなければならな
い（前記大阪高判平成26.4.25参照）。良好な景観についても、地域住民その他
多くの利害関係者に共有されるものであり、空間の特性に由来するコモンズと
しての性質
（100）
を備えた良好な景観に近接する地域内に居住し、「その恵沢を日常
的に享受している者」について景観利益
（101）
を認めた判例がある。
また、里山のもたらす多様な便益のうち、重要なものの 1 つに生物多様性が
ある。2007年11月に策定された第 3 次生物多様性国家戦略においては、100年
後の望ましいイメージの 1 つとして「里山では、さまざまなタイプの生態系が
（98）　見上 ・ 前掲注（81）229頁
（99）　楜澤能生「地域中間団体による自然資源の維持管理」牛山積 = 大塚直 = 須網隆夫 =
楜澤能生＝首藤重幸『環境と法』（成文堂、2004年）171頁
（100）　角松生史「コモンズとしての景観の特質と景観法 ・ 景観利益」『論究ジュリスト』
2015年秋号26頁。ただし、同27頁は、景観の場合、私的所有権の集合した空間であり、
ステークホルダーの利害関係も極めて重層的である点で、共同牧草地とは異なる性質を
有しているとする。
（101）　最判平成18.3.30民集60巻 3 号948頁（国立市マンション事件）、広島地判平成21.10.1
判時2060号 3 頁（鞆の浦世界遺産訴訟）
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混在する状態が復活」している状態が挙げられている。人間が生物多様性に
よって得られるさまざまな恵みは、「生態系サービス」と呼ばれ、「供給サービ
ス」（食料、淡水、木材等）、「調整サービス」（気候調整、洪水制御等）、「文化
的サービス」（教育、レクリエーション、審美等）、「基盤サービス」（土壌形
成、栄養素の循環等）に分類される
（102）
。このような公益の持続的な維持は、行政
機関だけでは不可能であり、私人との協働が不可欠である。
森林に関する法制度面で、中核となる法律は森林法であるが、同法に基づく
林地開発許可（10条の 2 ）の要件である「当該森林の周辺の地域における環境
を著しく悪化させるおそれ」の判断は、残置森林率によっており
（103）
、生物多様性
の保全自体を目的とした要件規定はない。そこで、生物の多様性の確保につい
て明記した環境基本法14条の規定をふまえ、多様な自然環境の例として挙げら
れている森林、農地、水辺地等の環境に関わるすべての法律を 1 つの家族とし
て捉えるべきであるとの指摘がある
（104）
。また、生物多様性基本法は、地域の自然
的社会的条件に応じた保全（ 3 条 1 項）、生物の多様性に及ぼす影響の回避 ・
最小化（ 3 条 2 項）、予防原則と順応的管理（ 3 条 3 項）を基本原則として定
めるとともに、①事業者、民間団体、生物多様性の保全等に関する専門的知識
を有する者など、多様な主体の意見を求め、これを十分考慮した上で政策形成
を行う仕組みの活用等を図ること（21条 2 項）、②民間が行う生物多様性の保
全上重要な土地の取得など、自発的な活動が促進されるよう必要な措置を講ず
ること（21条 3 項）を国に義務付けている。さらに、同法附則 2 条は、「政府
は、この法律の目的を達成するため、野生生物の種の保存、森林、里山、農
地、湿原、干潟、河川、湖沼等の自然環境の保全及び再生その他の生物の多様
（102）　武内和彦＝渡辺綱男編『日本の自然環境政策―自然共生社会をつくる』〔守分紀子執
筆〕（東京大学出版会、2014年）105頁
（103）　森林 ・ 林業基本政策研究会編著『解説森林法』（大成出版社、2013年）96頁
（104）　交告尚史「生物多様性管理関連法の課題と展望」新美育文 = 松村弓彦 = 大塚直編
『環境法体系』（商事法務、2012年）691頁
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性の保全に係る法律の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必
要な措置を講ずるものとする」と規定していることから、今後、都市計画法、
森林法等の個別法が地域の実情に即した順応的管理の観点から見直しがなさ
れ、生物多様性のもたらす生態系サービスが関連法体系において保護法益とし
て明確に位置付けられることが期待される。さらに、2010年に成立した、地域
における多様な主体の連携による生物の多様性の保全のための活動の促進等に
関する法律（生物多様性保全活動促進法）によると、地域の自然的社会的条件
に応じ、地域における多様な主体が有機的に連携して行う生物多様性保全のた
めの活動を「地域連携保全活動」と位置付け、地域連携保全活動計画（ 4 条）
を作成しようとする市町村は、市町村、特定非営利活動法人等、関係住民、学
識経験者などから組織される地域連携保全活動協議会（ 5 条 1 項）を組織する
ことができることとされている。
以上のようなことから、地域住民や関係する民間団体は、地域の実情に即し
た生物多様性保全と持続可能な利用の協働主体として、関係法令に位置付けら
れた利害関係者の立場にあり、住民らが享受する生態系サービスの利益は、
個々人に帰属することなく、薄く広がる集合的利益であったとしても、法律の
保護範囲に含まれると解すべきである。そして、この場合に求められるのは、
「実質的な原告適格の範囲の拡大
（105）
」という、行訴法 9 条 2 項新設の原点に立ち
返り、処分の根拠法令の趣旨及び目的を関連法規の法体系の中に位置付けて釈
釈
（106）
するとともに、侵害の態様、程度等について具体的に考慮することである。
とりわけ、1990年代後半以降、「開発法のグリーン化
（107）
」が進んでおり、河川
（105）　福井 = 村田 = 越智 ・ 前掲注（15）284頁〔越智敏裕執筆〕。同286頁は、風営法によ
るパチンコ店等の営業許可取消訴訟の原告適格は、診療所などの特定施設のみならず、
周辺住民にも認められる可能性が強いとしており、周辺住民の清浄な環境等を享受する
利益が実際にどれくらい害されることとなるのか、その程度や態様がいかなるものであ
るのか、判断することが重要とする。
（106）　大貫裕之「取消訴訟の原告適格についての備忘録」稲葉＝亘理編 ・ 前掲注（71）405
頁は、「法体系と処分法令とのあいだでの視線の往復作業」の必要性を指摘する。
（107）　北村 ・ 前掲注（ 7 ）146頁、同 ・ 前掲注（69）548頁、及川敬貴『生物多様性という
（105）　福井 = 村田 = 越智 ・ 前掲注（15）284頁〔越智敏裕執筆〕。同286頁は、風営法によ
るパチンコ店等の営業許可取消訴訟の原告適格は、診療所などの特定施設のみならず、
周辺住民にも認められる可能性が強いとしており、周辺住民の清浄な環境等を享受する
利益が実際にどれくらい害されることとなるのか、その程度や態様がいかなるものであ
るのか、判断することが重要とする。
（106）　大貫裕之「取消訴訟の原告適格についての備忘録」稲葉＝亘理編 ・ 前掲注（71）405
頁は、「法体系と処分法令とのあいだでの視線の往復作業」の必要性を指摘する。
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法、海岸法、土地改良法、森林法、文化財保護法等において目的規定等に「環
境の保全」、「環境との調和」といった文言が追加され、環境の視点で個別法の
見直しが進んでいることをふまえて、保護法益性を柔軟に認めていくことが求
められる。したがって、里山の管理主体や環境財としての利益を日常的に享受
している一定範囲の住民については、都市計画法や森林法などの規定に基づい
て行われた開発許可等が違法に行われたことにより良好な自然資源や景観資源
が永久に失われるような場合
（108）
においては、法律上保護された利益が侵害された
ものとして、当該処分に係る抗告訴訟の原告適格が広く認められるべきである。
なお、名古屋市の平針里山訴訟において、原告側は、都市計画法33条 1 項 2
号（不適切な道路配置による危険性）、 3 号（水害の危険性）、 7 号（崖崩れの
危険性）、 9 号（樹木等里山環境への影響）、12号（開発申請者の資料及び信
用）、13号（工事施工者の能力）について原告適格と違法事由の主張を行った
ところ、名古屋地判平成24.9.20LEX/DB25482966は、 2 号に基づき、開発予定
区域から10キロ圏内に住む11人、 3 号に基づき、開発予定区域より低地に住む
1 人に、それぞれ原告適格を認める一方、 9 号を根拠とした、良好な緑地環境
を享受する利益については、大阪サテライト事件最判を基に、「生活環境に関
する利益は、基本的には公益に属する利益」にあたるという、公益 ・ 私益二分
論によって原告適格を否定している
（109）
。ここにも同最判の負の遺産が見られると
ころであるが、原告適格判断にあたっては、生命、身体等への直接的被害だけ
ロジック―環境法の静かな革命』（勁草書房、2010年）60頁以下
（108）　北村 ・ 前掲注（69）222頁
（109）　本件訴訟の評釈として、洞澤秀雄「平針里山訴訟」『南山法学』37巻 1 ・ 2 号（2014
年） 1 頁以下、原告側弁護士による訴訟の経過等の解説として、小島智史「ロー ・
ジャーナル　里山保全のための法的課題―平針山里山訴訟を通して学んだこと」『法学
セミナー』698号（2013年）38頁以下。条例に基づく河川の環境保全区域内のマンショ
ン新築許可取消訴訟における近隣住民の原告適格を従来の判例の枠組みに従って否定し
たものとして、仙台地判平成25.12.26LEX/DB25446142がある。
（107）　北村 ・ 前掲注（ 7 ）146頁、同 ・ 前掲注（69）548頁、及川敬貴『生物多様性という
里山訴訟を通して学んだこと」『法学セ
ミナー』698号（2013年）38頁以下。条例に基づく河川の環境保全区域内のマンション
新築許可取消訴訟における近隣住民の原告適格を従来の判例の枠組みに従って否定した
ものとして、仙台地判平成25.12.26LEX/DB25446142がある。
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でなく、開発行為により不可逆的な侵害を受けるおそれのある、生物多様性、
水源涵養と防災、景観、生活文化などの多面的機能の価値とその侵害態様 ・ 程
度を実質的に考慮し、本案審理の機会を拡大することが不可欠である。
第 3章　団体訴訟制度の導入に向けて
1 ．環境団体訴訟導入の意義
これまで述べたように、裁判所は根拠法規を厳格に解釈し、個々人の生命、
身体、財産に具体的被害が及ぶおそれが確実である場合でなければ、ほぼ原告
適格を認めてこなかった。行訴法改正にもかかわらず、前記大阪サテライト判
決が出された以上、自然環境や生活環境に関する利益のような、公私複合利益
については、今後の判例の集積を待ったとしても、原告適格が拡大される見通
しは、絶望的といわざるを得ないであろう。このような利益については、関係
行政庁による適正な規制権限行使による保護が不可欠であるにもかかわらず、
必ずしもそれが適切になされないことが少なくない（執行の欠缺）。しかし、
個人に帰属するのが困難な不可分の利益や分散 ・ 拡散している集合利益につい
て行政訴訟において主張する機会が認められないのは手続構造上不均衡であ
る。また、個人に帰属する私益と公益の中間に位置する集合利益を明確に表現
できる主体に訴訟を認めるのであれば、個人の権利保護の訴訟から大きく逸脱
することはなく
（110）
、訴訟要件の充足に過剰な司法資源を費やすことを避け、本案
の司法審査を充実させることが期待しうる
（111）
。
このようなことから、関係する不特定多数の個人が加入する団体の組織に訴
権を認めることは、判例法理の発展のためにも有効と考えられる
（112）
。とりわけ、
（110）　山本 ・ 前掲注（ 6 ）457頁
（111）　宇賀克也「団体訴訟の必要性―団体訴訟シンポジウムにおけるコメント」『論究ジュ
リスト』2015年冬号148頁
（112）　山本 ・ 前掲注（ 6 ）458頁は、団体訴訟について、公益を実現する国や地方公共団体
の組織を形成するための参政権と各個人に帰属する固有の法的利益を保護するための手
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非組織的利益、良好な自然的生存基盤を享受する将来世代の利益等、民主制の
過程において構造的に過小代表されるおそれが大きい
（113）
ものについて、一定の能
力と適格性をもつ団体が行政の適法性を担保するために訴権を行使しうる制度
を法律上用意しておくことには、代表民主制の補完機能の面からも合理的理由
がある。潜在的な団体訴訟の提起可能性は、行政機関に対し、慎重な行政決定
を促し、違法 ・ 不当な行政動を抑止する効果があることは、行政実務の事例か
らも説明可能である
（114）
。行訴法改正作業における「行政訴訟検討会最終まとめ」
では、団体訴訟についての問題点の検討にとどまっているが、団体訴訟を一般
的制度として導入するための立法の必要性
（115）
はこれまでも指摘されており、さら
に具体的な制度設計
（116）
について議論を進めていくべきである。前述の改正行政事
件訴訟法施行状況検証研究会報告書110頁においても、「原告適格をより柔軟に
解釈する努力を続けたとしても、主観訴訟である限りは限界があることを踏ま
続参加権である訴権とのすき間を補充する意味があること、同「改正行政事件訴訟法を
めぐる理論上の諸問題」前掲注（111）76頁は、一部の法分野でも団体訴訟の制度化と
実践を進める方が、原告適格に関する判例理論を動かすインパクトになることを指摘す
る。
（113）　島村健「環境法における団体訴訟」前掲注（111）128頁。
（114）　たとえば、情報公開制度の普及した1990年代以降、全国的な運動として、いわゆる
市民オンブズマンによる情報公開請求と住民訴訟を駆使した違法な公金支出の追及がな
されるようになったことを契機として、食糧費による「官官接待」や年度末の「カラ出
張」による組織的な裏金のプールといった永年の悪しき慣行は、ほぼ根絶されたといっ
て差し支えない。訴訟提起の潜在的可能性があることは、適正な行政活動へのモティ
べーションを向上させる契機となりうるのである。
（115）　島村健「環境団体訴訟の正統性について」前掲注（88）高木 = 交告 = 占部 = 北村 =
中川編503頁以下、越智敏裕「行政訴訟改革としての団体訴訟制度の導入」『自由と正
義』53巻 8 号（2002年）36頁以下
（116）　団体訴訟の制度設計についての論点全般を適示するものとして、村上裕章「団体訴
訟の制度設計に向けて―消費者保護 ・ 環境保護と行政訴訟 ・ 民事訴訟」前掲注（111）
114頁。宇賀 ・ 前掲注（111）149頁は、環境影響評価手続の過程において争訟を提起す
る役割を団体に付与すべきことを指摘する。
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えれば、例えば、環境、文化財保護、消費者保護…等の分野においては、いわ
ゆる団体訴訟制度を創設することが想定され得るとの指摘がされ、これに賛同
する意見が多かった。」との記述が見られるところである。
団体訴訟制度の導入方法については、個別法の改正により、訴訟要件等を規
定して行う方式と、行政事件訴訟法改正により一般的規定を置く方式が考えら
れるが、個別法改正方式は、およそ各法令所管省庁が自らの「訴訟リスク」を
高めるような制度改正に協力することは考えられず、百年河清を俟つに等しい
ことから、後者の方式によることが適切と思われる。
団体訴訟については、「環境及び文化財保護のための団体による訴訟等に関
する法律案（環境団体訴訟法案。以下、「日弁連法案という。」）」を2012年 6 月
15日に公表している
（117）
。同法案は、①環境 ・ 文化財保護活動を行う団体であって
内閣総理大臣又は都道府県知事の認定を受けた「適格環境団体」に客観訴訟と
しての団体訴訟の出訴資格を付与すること、②適格環境団体は、環境 ・ 文化財
が破壊 ・ 棄損されるおそれがあるときに、法令に違反する開発、建築物の撤去
等を行う者に対する、当該事実行為の差止め、撤廃又は原状回復の請求権（民
事訴訟）を有すること、③適格環境団体は、団体の目的に関連する行政処分に
ついて、行政不服審査法上の不服申立適格と、抗告訴訟の出訴資格を有し、仮
の救済として、行訴法に定める仮の救済と民事仮処分ができること、を主要な
骨子としている。また、消費者法の分野では、2006年の消費者契約法改正によ
る適格消費者団体の差止訴訟が導入され、2008年の改正により、不当景品類及
び不当表示防止法（11条の 2 ）、特定商取引法（58条の 4 ～58条の10）にも同
様の規定が置かれている。必要に応じて環境団体訴訟にもこれらの法律の規定
と同様の規定を置くことが考えられるが、環境利益の場合、消費者利益以上
に、個人的利益に還元し難い公益的な要素が強いこと、環境に負荷を与える開
発行為の許認可や公共事業を担当する行政機関との対立関係を想定したものと
（117）　阿部 = 斎藤編 ・ 前掲注（29）395頁。
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ならざるを得ないことなどから、必ずしも同列には論じられない点も少なくな
い。
2 ．環境団体訴訟の類型と法律上の争訟性―主観訴訟と客観訴訟
⑴　環境団体訴訟の類型
環境団体訴訟の類型については、「広く薄まった」集団的、拡散的利益につ
いて、個人に原告適格が認められることを前提に主観訴訟として、訴訟担当の
形で団体に原告適格を認める立場と、個人に原告適格が認められない場合で
あっても、客観訴訟として、特定の利益保護を目的とする団体に原告適格を認
める立場がありうる
（118）
。環境問題の多くは純粋の公益問題ではなく、地域住民の
生活にもかかわる私益の集合としての性質を有している
（119）
ことから、主観訴訟の
原告適格について、個別保護要件の緩和 ・ 撤廃等を始めとする解釈により、で
きるだけ救済対象を拡大する試みが継続的になされなければならず
（120）
、団体訴訟
の導入によって個人の原告適格がかえって狭められるような解釈がとられるべ
きではないことはいうまでもない
（121）
。ただし、新たに制度設計する場合、個人的
（118）　大貫裕之「原告適格論―はたして原告適格は拡大されるか」『法律時報』77巻 3 号
（2005年）53頁は、団体訴訟を主観訴訟としての自益的団体訴訟と客観訴訟としての利
他的団体訴訟に区分し、「行政の適法性の確保」の観点から適切な当事者を選ぶ視点が
重要とする。
（119）　阿部泰隆「環境行政訴訟の機能不全と改革の方向」『法学教室』269号（2003年）39
頁
（120）　常岡孝好「司法制度改革後の行政法学説の課題」前掲注（65）85頁は、個別保護要
件を可能な限り緩和すれば、団体訴訟制度を導入する必要性は必ずしも大きくないとす
る。
（121）　団体訴訟の主観訴訟への排除効果のおそれについては、塩野 ・ 前掲注（17）270頁参
照。
斎藤誠「消費者法における団体訴訟―制度設計の考慮要素について」前掲注（111）
142頁は、集合的利益につき、実定法上の明示を要求するような固い「モデル志向」が
立法 ・ 行政実務において存在しているとすれば、団体訴訟立法が、解釈による団体訴訟
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利益に還元できない、純粋に公益的な環境利益
（122）
の侵害についても司法審査の対
象とすることができるよう、客観訴訟（行訴法42条）とすることが適切であ
る。この点について、大塚直教授は、環境利益は、法益の客観性、明確性、主
体の限定の有無により、「環境関連の公私複合利益」（良好な環境享受、入浜、
森林浴等）と「純粋環境利益」（油濁等環境自体に対する客観的侵害に対応す
る利益、汚染による一般環境への侵害に対応する利益）に区分され、前者につ
いては、環境利益を日常的に享受している居住者等の個別的利益性を拡大して
司法審査の対象とすること、後者については、団体訴訟等の新たな立法を行う
ことが、それぞれ必要となると指摘している。また、曽和教授は、環境利益に
関する法制度を三極構造（公害の事前防止のための規制法のような国民の中の
一定層の利益を保護するために他の一定層の権利を制限する法制度）と二極構
造（文化財保護や地球環境保護のような人類全体の利益のために関係者の権利
を制限する法制度）の区分を前提として、全国民的な利益が問題となる公益的
な訴訟として、地球環境問題や野生動植物の保護、貴重な文化遺産の保護のた
めの規制権限の発動を求める抗告訴訟又はそれらに対する侵害的事実行為の差
止め、撤廃、原状回復を求める民事訴訟を挙げている
（123）
。
抗告訴訟を主体とする主観訴訟と客観訴訟の区別については、とりわけ環境
行政の分野においては、両者は、法治行政の確保と違法な行政活動の是正とい
う観点からの類似性、連続性を有するものといってよく、それらを接合する訴
訟類型として、新たな団体訴訟が位置づけられるべきである
（124）
。
⑵　環境団体訴訟の法律上の争訟性
団体訴訟という制度は、個人の権利利益の保護救済という法律上の争訟の概
に対する一般的な排除効果を発生させることも杞憂とはいえないと指摘する。
（122）　大塚直「環境訴訟における保護法益の主観性と公共性 ・ 序説」『法律時報』82巻11号
（2010年）121頁
（123）　曽和 ・ 前掲注（66）56頁
（124）　大久保規子「行政訴訟の原告適格の範囲」『ジュリスト』1263号（2004年）52頁
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念になじまないものであって司法権の範疇を超えるのではないかと指摘される
ことがある
（125）
。ここでは、団体訴訟の憲法上の限界について、さしあたっての大
雑把な検討をしてみることとする。
憲法上の司法権（憲法76条 1 項）の対象となるためには、「事件性」が必要
であり、それは「法律上の争訟」（裁判所法 3 条 1 項）と同一視されている。
「法律上の争訟」にあたるためには、判例によると、①「当事者間の具体的な
権利義務ないし法律関係の存否についての紛争」であること、②「紛争が法令
の適用によって終局的に解決されることができるもの」であること、という 2
つの要件を必要としてきた（最判昭和56.4.7民集35巻 3 号443頁）。「当事者間の
具体的な権利義務ないし法律関係の存否に関する紛争」であることが、法律上
の争訟性には不可欠であり、「当事者間の具体的な権利義務ないし法律関係の
存否に関する紛争」とは、法律上保護された国民の権利利益の救済のための主
観訴訟を前提としたものと解されてきた。一方、「法律上の争訟」にあたらな
いものは、「その他法律において特に定める権限」として付加的な権限とされ
ているため、特別の法律の規定がない限り訴訟の提起は許されないこととな
る。これに対し、具体的な紛争について、権利義務や法律関係の要素を抜き
取ったものと構成し、「法律上の争訟」に含まれないものであっても「具体的
な争いの法的解決」のために提起される訴えであれば、「司法権が扱いうる事
項」であるとする見解も有力に主張されている
（126）
。たとえば、中川教授は、司法
（125）　桑原勇進「環境団体訴訟の法的正統性」環境法政策学会編『公害 ・ 環境紛争処理の
変容―その実態と課題』（2012年）158頁以下
（126）　野坂泰司「憲法と司法権―憲法上の司法権の捉え方をめぐって」『法学教室』246号
（2001年）47頁は、司法とは、「具体的な争いにおいて法を解釈 ・ 適用して、これを解決
する国家の作用」として、「法律上の争訟」よりも広い概念である「事件性」を司法権
の概念要素として捉え、「具体的な争い」である限り、特に法律の規定が存在しなくて
も、司法権が扱いうる事項と指摘する。また、阿部泰隆『行政法解釈学Ⅱ』（有斐閣、
2009年）331頁は、個々人の具体的な権利義務に関する紛争にあたらなくても、行政の
権限や私人と行政との権利義務 ・ 法律関係の紛争があれば「具体的な争訟事件」として
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権を外周、中間部分、コアの部分からなる同心円状の構造と把え、裁判所が憲
法上引き受けなければならない紛争が司法権のコア、法律による立法政策的介
入により裁判所に引き受けさせることが可能な紛争が中間領域であり、客観訴
訟（行訴法42条）は、中間領域に位置付けることができることから、主観訴
訟、客観訴訟は、いずれも司法権の行使にあたるとしている
（127）
。そもそも、司法
権による行政の適法性統制は、国民の権利利益の保護と並ぶ行政訴訟の目的で
ある以上、私人と行政主体間の具体的な争訟である限り、民事法的な「権利義
務」にあたらないとしても、司法権の範疇に含まれると解される。したがっ
て、法律によって環境団体訴訟を創設したとしても、憲法の範囲を超えるもの
ではないといえよう
（128）
。
3 ．環境団体訴訟の訴訟要件
⑴　環境適格団体の要件
①一定の要件を満たし、行政機関により適格団体として認証を受けた団体に
訴権を付与する事前承認方式と、②法律の定める要件を満たした団体につい
て、個別の紛争ごとに裁判所が原告適格を判断する個別判断方式がありうる。
そもそも、行政主体を被告として提起される環境行政訴訟の場合、行政に対す
司法権の概念に含まれることから、客観訴訟を定める行訴法42条の規定は違憲の疑いさ
えあると指摘する。曽和 ・ 前掲注（51）64頁、亘理格「「司法」と二元的訴訟目的観」
『法学教室』325号（2007年）65頁～66頁も、司法審査の対象として権利義務に関する紛
争を要件とすることは不要とする。
（127）　中川 ・ 前掲注（51）127頁～130頁
（128）　松本和彦「環境団体訴訟の憲法学的位置づけ」前掲注（125）148頁以下は、環境団
体訴訟は「具体的な争訟」を前提とする限りにおいて、「当事者間の権利義務ないし法
律関係の存否」の部分を欠いていても、司法権の行使として認められ、民主的立法に準
拠して行政の適法性統制を図るものである限り、代表民主制の枠組みとも整合するとし
ている。村上裕章「客観訴訟と憲法」宇賀克也編『行政法研究』 4 号（2013年）11頁以
下は、客観訴訟の憲法上の限界等について、主要学説を総合的に比較検討し、法律上の
争訟に当たらない訴訟の立法による創設を憲法が許容しているとする。
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る監視者としての役割が求められる（「行政監視型」）ことから、たとえ、要件
判断を羈束的なものとしたとしても、行政機関自身に認証判断を委ねることに
は矛盾がある
（129）
。この点は、「行政協働型」の消費者団体訴訟と本質が異なると
ころである。したがって、行政事件訴訟法に一般的な認定要件（団体の活動目
的、実績、組織構成、構成員の属性、消極要件等）を規定しておき、個別具体
的な紛争の都度、当該紛争への具体的な関与の状況等をふまえ、当該訴訟を適
正に遂行できると認められる団体について、裁判所が認定する仕組みとするこ
とが適切と思われる。団体の適格要件としては、団体の目的、活動領域、財務
的基盤、集合的利益を享受し得るすべての者が加入しうること
（130）
などが審査対象
とされることになる。たとえば、自然環境、生活環境、歴史的遺産 ・ 文化財を
保護する活動を目的とする団体が考えられる。この場合、環境問題は、消費者
問題に比べて地域性が強いことから、必ずしも全国的な規模の、特定分野にお
（129）　大塚直「環境権（ 2 ）」『法学教室』294号（2005年）119頁は、消費者団体訴訟と
違って、行政を相手として訴訟を提起する環境団体訴訟は、行政に承認されることに
よって、行政を十分に監視することができなくなるおそれがあると指摘する。
（130）　ドイツの環境 ・ 権利救済法及び連邦自然保護法において環境団体訴訟の出訴資格を
承認される要件として、団体の目的を支持する全ての個人が会員として当該団体に加入
でき、会員集会において完全な投票権を有していること（万人原則）がある。島村 ・ 前
掲注（111）129頁、山本隆司「団体訴訟に関するコメント―近時のドイツ法の動向に鑑
みて」前掲注（111）161頁参照。
ドイツの環境団体訴訟の動向については、主なものとして、大久保規子「ドイツ環境
法における団体訴訟」小早川光郎 = 宇賀克也編『塩野宏先生古稀記念 行政法の発展と
変革（下）』（有斐閣、2001年）35頁以下、同「ドイツにおける環境 ・ 法的救済法の成立
―団体訴訟の法的性質をめぐる一考察（ 1 ）（ 2 ）」『阪大法学』57巻 2 号（2007年）203
頁以下、同58巻 2 号（2008年）279頁以下、土田伸也「ドイツ環境法における団体訴訟
の近年の動向（ 1 ）（ 2 ）」『比較法雑誌』35巻 1 号（2001年）105頁以下、同 2 号（2001
年）89頁以下、小澤久二男「ドイツ連邦自然保護法上の団体訴訟―自然保護団体の協働
権からの分析」『立教大学大学院法学研究』39号（2009年）51頁以下、同「団体訴訟の
新たな傾向―ドイツ環境法典参事官草案を素材にして」同40号（2009年） 1 頁以下があ
る。
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ける専門能力を持ったＮＰＯ等だけでなく、地域において草の根の活動に取り
組む団体や環境問題等が顕在化した後に活動を開始した団体で、当該訴訟を適
正に遂行することができると認められる団体についても、アドホックに適格団
体として認定して差支えないと思われる。
なお、団体訴訟を認めることによる濫訴の弊を懸念する意見も想定される
が、ＥＵ諸国においてもそのような例は確認されておらず
（131）
、まして、法律扶助
の十分でないわが国において、時間的、精神的、金銭的に多大な負担のかかる
訴訟を意味もなく提起しようとする者が増加することは杞憂といえよう
（132）
。
⑵　訴権の内容 ・ 範囲等
訴訟対象については、上記日弁連法案同様、当該団体の設立目的に関連する
自然環境、生活環境、都市環境又は歴史的遺産 ・ 文化財に関する行政処分に係
る処分の取消し ・ 無効確認、差止め、義務付けを求める抗告訴訟又は事実行為
に対する差止め、撤廃若しくは原状回復を求める民事訴訟とする。民事訴訟に
ついては、抗告訴訟の補充的なもの（日弁連案第 6 条ただし書）としてさしつ
かえないと思われるが、実体権に基づくものではなく、訴権として当該団体に
特別に付与されるものと解される
（133）
。訴権を付与された団体の原告適格を基礎づ
ける法律上の利益については、現在の判例上個々人の原告適格が認められてい
ない、自然環境、文化財保護のような薄く広がる環境利益に関する紛争につい
て、適切な訴訟遂行を行うことができる団体を受け皿として認めることを主眼
とするものであるため、団体構成員固有の利益侵害に限定する必要はない。な
お、被告適格については、抗告訴訟については、行政主体、民事訴訟について
は、行政主体又は事業者となる。
（131）　大久保規子「欧州における環境行政訴訟の展開―司法アクセスの保障を中心として」
高木 = 交告 = 占部 = 北村 = 中川編 ・ 前掲注（88）475頁
（132）　阿部 ・ 前掲注（39）111頁
（133）　越智敏裕「団体訴訟の制度設計」前掲注（125）173頁。訴訟手続の制度設計につい
ては、同177頁以下参照
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⑶　訴訟手続
訴訟手続については、行政事件訴訟法、民事訴訟法の規定による他、必要な
ものについては消費者団体訴訟（消費者契約法）と同様の法技術的な手続きを
設けることが考えられる。抗告訴訟の場合の出訴期間については、現行行訴法
との並びから、 6 箇月とせざるを得ないであろう。仮の救済については、抗告
訴訟は、行訴法に定める執行停止、仮の義務付け、仮の差止めを、民事訴訟は
民事保全法に規定する仮処分を、それぞれ準用するものとする。
①管轄、弁論の併合
民事訴訟については不動産所在地（民訴法 5 条12号）、不法行為地（民訴法
5 条 9 号、消費者契約法43条 2 項参照）についても管轄を認めるとともに、同
一又は同種の行為に係る訴訟の移送の手続き（消費者契約法44条参照）を設け
る。また、複数の団体によって、同時期に同一内容 ・ 同一相手方の訴訟が提起
された場合に判決内容の抵触を避けるため、請求内容及び相手方が同一である
請求の弁論の併合（消費者契約法45条参照）の規定を設けることが適切である。
②訴額 ・ 弁護士費用
司法へのアクセスを容易にするため、訴訟の目的の価額の算定については、
非財産権上の請求とみなす旨の規定を置く（消費者契約法42条参照）。この場
合、訴額は160万円とみなされ、印紙代は 1 万3000円となる（民事訴訟費用等
に関する法律 4 条 2 項、同法別表第 1 ）。
③判決効
行訴法同様、被告敗訴判決の拘束力、取消判決同様の第三者効を認めるもの
とする。また、当該団体又は第三者の不正な利益を図り又は相手方に損害を加
えることを目的とする場合や原告敗訴の確定判決があった場合は、訴訟の提起
を制限できるとする規定も必要である（消費者契約法12条の 2 参照）。
以上、本稿では団体訴訟について雑駁なアウトラインを示したにとどまる
が、具体的な制度設計については、様々な論点から引き続き議論が進められる
ことが期待される。
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むすびに代えて
原田尚彦教授が、もはやいつまでも「誰に訴え提起を許すべきか」の問題に
固執すべきではなく、門戸の開放を前提として行政過程の司法審査の実体的内
容や手続のあり方にも眼を向けることが必要である
（134）
と指摘してから、既に40年
余の歳月が経過している。しかし、行訴法改正後も、大阪サテライト判決のよ
うな、都市環境とまちづくりに関わる地域住民の法的位置付けを正解しない判
決が出されるなど、何も変わっていないことに、改めて愕然とさせられる。
訴訟要件の 1 つにすぎない原告適格という入口の論議に実務 ・ 理論の大きな
比重が置かれていることは、私人の権利利益の救済の観点からは健全なものと
はいえない
（135）
ことはいうまでもない。また、違法な行政作用の実体的統制の機会
を失わせ、法治主義の形骸化につながるおそれもある。訴訟要件は、「原告の
訴えから被告行政側を守る防波堤」なり「水際作戦」の役割を果たしている
（136）
と
言われるほど、原告側の立証負担は大きく、本案審理の門を固く閉ざすものと
なっている。
そもそも、わが国において実質的に法律の立案作業を行う能力があるのは、
唯一、各省庁の官僚機構であることは、否定のしようがない事実である。法令
所管省庁の立場からは、訴訟はリスク以外の何物でもなく、極力それを避ける
べく対応することとなるため、個別実体法において「個々人の個別的利益を保
護」する手掛かりとなるような規定は極力置かれないのは必然的である
（137）
。そし
（134）　原田 ・ 前掲注（50）112頁
（135）　板垣勝彦「原告適格―行政過程における私人」『法学教室』401号（2014年）24頁
（136）　阿部 ・ 前掲注（36）38頁
（137）　濱秀和『行政訴訟の回顧と展望―中東の笛備忘録』（信山社、2014年）170頁。元東
京高裁判事の濱弁護士は、「私の認識では、行政庁は、訴訟をことごとく嫌い、行政法
規の運用に関する批判については嫌悪感すら示して争う、果ては法改正にまで働く、行
政実体法規の立案の際、表現のうえでなるべく、当事者以外の利益も保護していると解
される規定をおかないように考えないかの疑問をもつ」と述べて、行政実体法の問題点
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て、個別保護要件の理論は、被告側にとっては、万一訴訟が提起された場合の
「フェイルセーフ機能」を果たしているともいえよう。行訴法の立法にあたる
法務省も、被告代理人となる立場でもあり、いわゆる判検交流人事
（138）
ともあい
まって、行政救済の実効化に消極的なシステムが出来上がってしまっている。
このような現実を直視した上で、国民の権利利益の可及的救済という原点から
の解釈論及び立法論の展開が不可欠であることを改めて強調しておきたい。
を指摘している。なお、「中東の笛」とは、多くの裁判所が行政側に有利な方向で審理
をすることを、ハンドボールの試合で審判がオイルマネーの豊富な中東諸国に有利にな
るように笛判定することにたとえたものである。
（138）　阿部 ・ 前掲注（36）はしがき 5 頁は、被告代理人を務める訟務検事の多くが裁判官
からの出向であり、裁判所も権利救済の実効化に消極的であると指摘している。また、
遠藤 ・ 前掲注（37）75頁（初出『雄川一郎先生献呈論集『行政法の諸問題（下）』、1989
年）は、不利益な処分をした国家が訴訟負担を可及的に負うべきであるとして、法務大
臣権限法を改正し、各地の法務局訟務部を行政事件相談部にかえ、素人の私人が相談に
行くと、訴訟形式の選択から訴訟手続上の行為の一切までをやってもらえる仕組みを提
唱していた。
124
